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ごあいさつ

ɹօさまには、೔ࠒよΓ֨ผのごѪސおҾ͖立てをࣀΘΓ、
৺かΒྱޚਃし্͛ます。
ɹ͜のたͼ、当組合のگݱ（ྩ࿨ 7 年౓ୈ71期）をまとΊま
したので、ごཧղをਂΊていただ͘たΊのࢿྉとして、ごߴ
ཡࣀΘΓたいとଘじます。
ɹࠤլ౦信༻組合は、地Ҭのօさまにຊ当にお役に立てるۚ
༥ؔػをΊ͟し、͜れまでҎ্にܦӦの݈શੑとج൫ڧԽに
౒ΊてまいΓますので、Ұ૚のごࢧԉとごࢦಋの΄ど、৺か
Βおئいਃし্͛ます。
ɹɹྩ࿨ ÿ年 7݄
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹࠤ� լ౦信༻組合

ཧ事௕ʗా۔ɹɹઘ

⥲　代　会
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事業方針

■基本方針　地域の発展に奉仕します
ɹ組合員のࡁܦత地Ґの্޲と地Ҭの発లにد༩します。ڠ
ಉ組合組৫のۚ༥ؔػとして、ͦのࣾձత໋࢖をे෼にೝࣝ
し、法ྩ等遵守ଶ੎やϦεΫ؅ཧଶ੎の੔උをਤるとと΋に、
地ԑ、ਓԑのಛੑをੜかして地Ҭࣾձにີணしۈ࿑ऀ、தখ
。༩しますدԽと地Ҭࣾձの発లに׈業のۚ༥ԁاࡉྵ

͢·Ӧʹప͠ܦ࣮ݎ　Ӧํ਑ܦ■
ɹܦ࣮ݎӦにపし、法ྩ遵守（ίンϓϥΠアンε）をॏ要方
਑のҰつとҐஔ෇͚組合員の信頼に応͑ます。
ɹجຊ方਑にԊͬてӦ業׆ಈを࣮ફし、࢈ࢿ内༰のॆ࣮とࣗ
。Ӧをਪਐしますܦ࣮ݎԽによΓڧຊのࢿݾ

組合員の推移 （୯Ґɿਓ）

区　　分 令和 6年度末 令和 7年度末
個 人 11,240 10,991
法 人 997 998
合 計 12,237 11,989

当組合のあゆみ（沿革）

˙ত࿨3÷年 3 ݄2ÿ೔ʗਆ࡛信༻組合ઃ立ొه
˙ত࿨3÷年 4 ݄ 1 ೔ʗਆ࡛信༻組合Ӧ業։࢝
˙ত࿨3÷年 5 ݄16೔ʗখ৓信༻組合ઃ立ొهしӦ業։࢝
˙ত࿨46年 Ā ݄ ÿ ೔ʗॾ෋ࢧ店։ઃ
˙ত࿨53年1÷݄ 1 ೔ʗਆ࡛、খ৓྆信༻組合が合ซしࠤլ౦

信༻組合と໊শมߋ（ຊ店、খ৓ࢧ店、
（店ࢧ店、ॾ෋ࢧ௡ڇ

˙ত࿨54年 6 ݄ 1 ೔ʗࠤլࢧ店։ઃ
˙ত࿨5ÿ年 4 ݄ 7 ೔ʗࠤլࢢにຊ店ࣾ԰を৽ஙҠసしӦ業։

࢝（ຊ店、ਆ࡛ࢧ店、খ৓ࢧ店、ڇ௡
（店ࢧ店、ॾ෋ࢧ

˙ত࿨5Ā年 ÿ ݄13೔ʗࣗӦによる༬ۚΦンϥΠン։௨、શۜ
γεςϜՃೖ

˙ত࿨6÷年 2 ݄12೔ʗࣗӦによる༥ࢿΦンϥΠン։௨
˙ত࿨61年 6 ݄1÷೔ʗॾ෋ࢧ店৽ஙҠస
˙ฏ੒ 3年1÷݄ 1 ೔ʗௗ੘信༻組合と合ซし地֦۠ு
˙ฏ੒ ÿ年 1݄16೔ʗ信組情報αーϏε（4,$）Ճೖ
˙ฏ੒ Ā年 5݄23೔ʗଟࢢٱશҬ΁の地֦۠ு
˙ฏ੒ Ā年1÷݄ 1 ೔ʗதࢧݪ店։ઃ
˙ฏ੒12年 3 ݄ 6 ೔ʗσϏοトΧーυ取扱։࢝
˙ฏ੒12年 4 ݄ 1 ೔ʗ༣ஷとの"5.ఏܞ։࢝
˙ฏ੒13年12݄ 4 ೔ʗখ৓ࢧ店վஙΦーϓン
˙ฏ੒17年 3 ݄2ÿ೔ʗࠤլӫ৓信༻組合と合ซ
˙ฏ੒1ÿ年 3 ݄ 1 ೔ʗ૬ޓೖۚ業຿の取扱։࢝
˙ฏ੒1ÿ年1÷݄16೔ʗଞߦΧーυৼࠐ業຿の取扱։࢝
˙ฏ੒24年 3 ݄ Ā ೔ʗຊࢧ店間ωοトϫーΫ（TITõ/FU）ಋೖ
˙ฏ੒27年12݄ 1 ೔ʗҹؑর合γεςϜಋೖ
˙ฏ੒3÷年 ÿ ݄ 6 ೔ʗਆ࡛ࢧ店৽ஙҠస
˙ྩ࿨ݩ年 Ā݄24೔ʗதࢧݪ店をग़ுॴにมߋし、ਆ࡛ࢧ店

内にҠస
˙ྩ࿨ݩ年11݄1ÿ೔ʗڇ௡ࢧ店をग़ுॴにมߋし、খ৓ࢧ店

内にҠస
˙ྩ࿨ 4年11݄ 4 ೔ʗి׵ަࢠॴՔಇ։࢝
˙ྩ࿨ 4年11݄14೔ʗとうしΜϏδωεόンΩンάӡ༻։࢝

事業の組織	 ྩ࿨ ÿ年 6݄3÷೔ࡏݱ

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）

ཧ 事 ௕ʗా۔ɹɹઘ ཧ 事ʗ෭ౡɹྑ඙（˞）
ৗ຿ཧ事ʗ౻੉ɹलར ཧ 事ʗໂాɹ࢘޾（˞）
ৗۈཧ事ʗҪ্ɹɹߊ
ཧ 事ʗ෱Ԭɹɹܡ（˞） ৗ؂ۈ事ʗాதɹ੣ೋ
ཧ 事ʗ੢ଜɹलथ（˞） ؂ 事ʗໂాɹਗ਼ܟ
ཧ 事ʗҪຊɹɹ༟（˞） 員外؂事ʗๆɹɹӻஉ

ྩ࿨ ÿ年 6݄3÷೔ࡏݱ

஫）当組合は、職員ग़਎ऀҎ外のཧ事 5໊（˞ҹ）のܦӦࢀըによΓ、
Ψόφンεの্޲や組合員のҙݟのଟ໘తな൓өに౒ΊておΓます。
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ɹྩ࿨ 7 年౓にお͚るੈքࡁܦは、΢ΫϥΠφ・ϩγア情੎の௕
期Խおよͼத౦地Ҭの地੓ֶతۓுのߴまΓをഎܠに、ΤωϧΪー
Ձ֨や෺ྲྀίεトのมಈを൐いながΒ、ෆಁ明感のڧいঢ়گがܧ
ଓしました。Ճ͑て、ੈքతなΠンϑϨ࠶Ճ଎ݒ೦やۚ༥੓ࡦの
సہ׵໘をड͚、ҝସ૬৔およͼ௕期ۚརのมಈが֤ࡁܦࠃおよ
ͼا業׆ಈにେ͖なӨڹをٴ΅しました。
ɹถࠃをはじΊとするओ要ࠃにおいては、͜れまでのۚ༥Ҿ͖క
ΊのӨڹによΓΠンϑϨ཰のಷԽがݟΒれ、ஈ֊తなརԼ͛がਐ
ΊΒれましたが、ґવとして࿑ಇࢢ৔はఈޙؾܠ、͘ݎୀ回ආと
の྆立をਤる৻ॏなۚ༥੓ࡦӡӦがଓ͖ました。Ԥभにおいて΋
ಉ様に、ΠンϑϨ཈੍とؾܠԼ͑ࢧのόϥンεがॏࢹされ、ۚ༥
ࠃにහ感に൓応するల։となΓました。Ұ方、த޲ಈࡦ৔は੓ࢢ
ௐج଎ݮにܠਓফඅの৳ͼ೰Έをഎݸ৔の௿໎やࢢ࢈はෆಈࡁܦ
がଓ͖、੓෎によるࡒ੓ग़ಈやۚ༥؇࿨ࡦがߨじΒれた΋のの、
ੈքࡁܦの੒௕ಷԽ要Ҽとしてҙࣝされるঢ়گとなΓました。
ɹΘがࠃにおいては、ࢢߴ੓ݖの発足をػܖとした੒௕ઓུやࢿ
ຊࢢ৔վֵ΁の期待感、なΒͼにا業のऩӹྗ্޲やΨόφンε
վֵのਐలをഎܠに、ࢢࣜג৔はݎௐにਪҠし、೔ܦฏגۉՁは
の֦ࢿ৽しました。また、௞্͛のఆணやઃඋ౤ߋ஋をߴ࠷্࢙
େなど内धの回෮΋ݟΒれ、ؾܠはݎௐにਪҠしました。ۚ༥໘
では、೔ຊۜߦによる௥Ճར্͛の࣮ࢪによΓʮۚརの͋るੈքʯ

΁のҠߦがҰஈと઱明となΓました。͜れに൐い、ۚ༥ؔػのऩ
ӹڥ؀にはվળのஹしがݟΒれるҰ方で、ۚར্ঢがا業のۚࢿ
ௐୡίεトやෆಈࢢ࢈৔に༩͑るӨڹに΋ཹҙがඞ要なঢ়گとな
Γました。
ɹまた、ҝସࢢ৔においては೔ถۚརࠩのมಈをഎܠにԁ૬৔が
ෆ҆ఆなಈ͖をࣔし、ࢢ৔ࢀՃऀの஫໨がߴまΓました。
ɹҎ্のように、ྩ࿨ 7 年౓はෆ࣮֬ੑがߴまる年౓で͋Γまし
たが、当組合は業੷の҆ఆԽとܦӦの݈શԽに౒ΊてまいΓました。
ɹͦの結果、ିग़ۚについては、期தฏߴ࢒ۉが372ԯԁとલ年౓
ൺ12ԯԁの૿Ճ、༬ۚੵۚについては、期தฏߴ࢒ۉは7ÿÿԯԁと
લ年౓ൺ11ԯԁの૿ՃとなΓました。རӹ໘にお͖ましては、ί
ア業຿७ӹにおいて313ඦສԁ、当期७རӹにおいて122ඦສԁと
なΓ、いͣれ΋ྩ࿨ 7 年౓事業ܭը໨ඪをୡ੒する͜とがで͖ま
した。
ɹࣗࢿݾຊൺ཰につ͖ましては、લ年౓ൺ÷õ÷6ϙΠント্ঢのÿõ13
ˋとなΓ、ࠃ内ۜߦがٻΊΒれる4õ÷ˋをେ͖͘௒͑るਫ४をҡ持
しておΓます。ෆྑݖ࠴ൺ཰はۚ༥࠶ੜ法ج४でલ年౓ൺ÷õ1ÿϙ
Πント௿Լの5õ47ˋとなΓました。
ɹґવ、զがٴࠃͼੈքのࡁܦのઌ͖ߦはෆ࣮֬ੑがࢭߴまͬて
おΓますが、組合員・お客様のお役に立つଘࡏՁ஋の͋るۚ༥ػ
ؔとなる΂͘役職員Ұಉ౒ྗしてい͘ॴଘです。

ɹ信༻組合は、ڠಉ組合組৫による組合員の૬ޓැॿと地Ҭ・業
Ҭ・職Ҭのີணをཧ೦としたۚ༥ؔػです。
ɹ当組合は地Ҭ信༻組合で、地Ҭでのۚ༥のԁ׈Խとࡁܦత地Ґ
の্޲にد༩する͜とをܦӦのجຊとしています。
ɹ˞地ҬとなるӦ業۠Ҭは1õ2Āʮ地۠Ұཡʯにࡌܝしています。
信༻組合のࠜڌ法
˔தখا業等ڠಉ組合法ɹ˔ڠಉ組合によるۚ༥事業にؔする法཯

■組合員の資格
ɹ組合員֨ࢿは、தখا業等ڠಉ組合法およͼఆ׺によΓ࣍のよ
うにఆΊΒれています。Ճೖ֨ࢿの͋る方はいつで΋当組合のঝ
୚をಘて組合員となる͜とがで͖ます。
ɹᾇ�当信༻組合のӦ業۠Ҭ内において事業をߦうখن໛事業ऀ
ɹɹ˞事業のن໛については業छผに要݅が͋Γます。
ɹᾈ�当信༻組合のӦ業۠Ҭ内にॅॴຢはډॴを༗するऀ
ɹᾉ�当信༻組合のӦ業۠Ҭ内においてۈ࿑にै事するऀ
ɹᾊ�当信༻組合のӦ業۠Ҭ内において事業をߦう事業ऀの役員お

よͼ͜の組合の役員

■総代会の仕組みと役割
ɹ組合員の要望・ごҙݟなどは、組合員でߏ੒される૯ձを௨じて
信༻組合のӡӦに൓өされ、組合員はग़ޱࢿ数にؔ係な͘1ਓ1ථ
のܾٞݖを持ちます。
ɹ組合員の૯数が2÷÷ਓを௒͑る信༻組合は、૯ձに୅͑て૯୅ձ
をઃ͚る͜とがで͖、当組合は૯୅ձ੍౓を࠾༻しています。
ɹ૯୅ձは૯୅で組৫され、ఆ׺のมߋ、ཧ事・؂事のબ೚等のॏ
要事߲をܾٞするߴ࠷ҙܾࢥఆؔػです。

■総代の選任方法、任期、定数等
ɹ૯୅は、ఆ׺や૯୅બنڍఔのఆΊに͖ͮج組合員のதかΒબ
でબ͹れ、೚期はڍ 3年です。
ɹ当組合の૯୅ఆ数はʮ1÷÷ਓҎ্13÷ਓҎ内ʯとఆ׺でఆΊておΓ、
ྩ࿨ ÿ 年 3 ݄31೔ࡏݱの組合員数は11óĀÿĀਓで、ࡏݱの૯୅数は
1÷4ਓです。
ɹ当組合では、૯୅ձにݶఆする͜とな͘、ސ客満足౓アンケー
トや೔ৗのӦ業׆ಈを௨じて、૯୅や組合員のօさまとのίϛϡ
χケーγϣンをେ੾にし、さま͟まなܦӦվળに取Γ組Μでいます。

令和 7年度　経営環境・事業概況

総代会について
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総代会について

■総代会の決議事項等の議事概要
ɹୈ71期௨ৗ૯୅ձ（ྩ࿨ ÿ年 6݄23೔։࠵）では、࣍の事߲が෇ٞされ、ͦれͧれݪҊどおΓঝೝՄܾされました。
ʲ報ࠂ事߲ʳ
ɹɹɹ 1 õ؂事؂ࠪ報ࠂ
ɹɹɹ 2 õୈ71期（ྩ࿨ 7年౓）事業報ࠂおよͼିआ対রද、ଛӹࢉܭॻ報ࠂの݅

ʲܾٞ事߲ʳ
ɹɹɹୈ 1߸ٞҊɹୈ71期（ྩ࿨ 7年౓）৒༨ۚॲ෼Ҋঝೝの݅
ɹɹɹୈ 2߸ٞҊɹୈ72期（ྩ࿨ ÿ年౓）事業ܭըٴͼऩࢧ༧ࢉॻҊঝೝの݅
ɹɹɹୈ 3߸ٞҊɹ役員（ཧ事）ୀ೚に൐う役員（ཧ事）બ೚の݅
ɹɹɹୈ 4߸ٞҊɹୀ೚役員に対するୀ職Қ࿑ۚଃఄの݅
ɹɹɹୈ 5߸ٞҊɹ組合員আ໊の݅

■総代の選挙区・定数・総代数 （୯Ґɿਓ）

業務区域 選挙区 選挙地区名 定数 総代数

本 店 第 1区 佐賀市
（諸富町、川副町除く） 25 23

神 埼 支 店 第 2区
神埼市
神埼郡
三養基郡（基山町除く）

30 30

小 城 支 店 第 3区
小城市
多久市
杵島郡江北町大字惣領分

30 30

諸 富 支 店 第 4区 佐賀市諸富町
川副町 10 10

鳥 栖 支 店 第 5区 鳥栖市
三養基郡基山町 5 5

県 庁 支 店 第 6区 県庁職員等 5 5

合　　　計 105 103

令和 8年 6月23日現在
※総代氏名は、各営業店の窓口に備え置きしております。
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貸借対照表	 （୯Ґɿઍԁ）

科　　　目 金　　　額

（資　産　の　部） 令和 6年度 令和 7年度

現 金 806,892 815,150

預 け 金 26,178,497 20,484,031

有 価 証 券 20,049,007 21,278,358

国 債 1,659,870 2,819,430

地 方 債 2,539,199 2,438,804

社 債 6,188,679 5,426,454

株 式 116,750 116,750

そ の 他 の 証 券 9,544,508 10,476,919

貸 出 金 36,778,497 38,223,532

割 引 手 形 87,228 48,063

手 形 貸 付 3,569,422 4,187,197

証 書 貸 付 32,123,899 32,501,824

当 座 貸 越 997,947 1,486,447

そ の 他 資 産 534,796 534,586

未 決 済 為 替 貸 2,841 4,378

全 信 組 連 出 資 金 288,000 288,000

未 収 収 益 77,591 94,994

そ の 他 の 資 産 166,363 147,213

有 形 固 定 資 産 645,474 721,487

建 物 239,990 313,529

土 地 380,593 380,593

その他の有形固定資産 24,889 27,363

無 形 固 定 資 産 8,890 6,051

ソ フ ト ウ ェ ア 8,789 5,950

その他の無形固定資産 100 100

繰 延 税 金 資 産 23,904 23,561

債 務 保 証 見 返 13,223 8,000

貸 倒 引 当 金 △ 258,915 △ 310,583

（うち個別貸倒引当金） （△ 212,129） （△ 277,067）

資 産 の 部 合 計 84,780,268 81,784,176

科　　　目 金　　　額

（負　債　の　部） 令和 6年度 令和 7年度

預 金 積 金 79,213,178 75,590,235

当 座 預 金 325,465 363,565

普 通 預 金 20,732,525 16,134,683

定 期 預 金 53,724,055 55,993,777

定 期 積 金 3,301,343 2,967,314

そ の 他 の 預 金 1,129,789 130,895

借 用 金 2,200,000 2,200,000

借 入 金 2,200,000 2,200,000

そ の 他 負 債 230,526 318,930

未 決 済 為 替 借 6,280 4,023

未 払 費 用 68,861 162,994

給 付 補 塡 備 金 9,304 7,664

未 払 法 人 税 等 20,000 19,386

前 受 収 益 42,072 48,955

職 員 預 り 金 64,856 58,144

そ の 他 の 負 債 19,151 17,762

賞 与 引 当 金 32,500 39,500

役 員 賞 与 引 当 金 3,400 3,300

退 職 給 付 引 当 金 130,319 128,423

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 99,950 94,320

睡眠預金払戻損失引当金 29,260 29,935

偶 発 損 失 引 当 金 11,218 17,500

債 務 保 証 13,223 8,000

負 債 の 部 合 計 81,963,577 78,430,146

（純 資 産 の 部）

出 資 金 760,491 777,509

普 通 出 資 金 760,491 777,509

利 益 剰 余 金 2,855,678 2,960,166

利 益 準 備 金 416,183 426,132

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,439,495 2,534,034

特 別 積 立 金 2,340,000 2,390,000

（うち経営安定積立金） 1,250,000 1,300,000

当期未処分剰余金 99,495 144,034

組 合 員 勘 定 合 計 3,616,169 3,737,675

その他有価証券評価差額金 △ 799,477 △ 383,645

評 価・換 算 差 額 等 合 計 △ 799,477 △ 383,645

純 資 産 の 部 合 計 2,816,691 3,354,029

負債及び純資産の部合計 84,780,268 81,784,176

経理・経営内容
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ିआରরදͷ஫߲ࣄه
1 ．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、
表示単位未満を切り捨てて表示しております。

2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、
市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。なお、
その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

3．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年 4 月 1 日以後に取得した建物（建
物附属設備を除く）については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　15年～39年　　　　　その他　　 3年～20年

4 ．無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては、当組合内における利用可能期間（ 5年）に基づいて償却しております。

5．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産の減
価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存
価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、
それ以外のものは零としております。

6．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
	 日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第 4 号「銀行等金融機関の資産の自
己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和 4年 4 月14日）
に規定する正常先債権及び要管理先以外の要注意先債権に相当する債権については、
主として今後 1年間の予想損失額を見込んで計上しており、要管理先債権に相当する
債権については、今後 3 年間の予想損失額を見込んで計上しております。これらの予
想損失額は、 1年間又は 3 年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間
における平均値に基づき損失率を求め、必要に応じてこれに将来見込み等修正を加え
て算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認め
る額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を
計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定
部署が資産査定を実施しております。

7．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見
込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

8．役員賞与引当金は役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込
額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

9．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第25号「退
職給付に関する会計基準の適用指針」（平成27年 3 月26日）に定める簡便法（退職給
付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末に
おける必要額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合設立型企
業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算
することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理し
ております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当組合
の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
⑴制度全体の積立状況に関する事項（令和 7年 3月31日現在）
年金資産の額 243,135百万円
年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額 207,181百万円
差引額 35,953百万円
⑵制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
（自令和 6年 4月 1日　至令和 7年 3月31日）　0.368％
⑶補足説明
上記⑴の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高8,850百万円及び
財政上の剰余金44,804百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は
期間 7 年の元利均等償却であり、当組合は当事業年度の計算書類上、当該償却に充て
られる特別掛金 4百万円を費用処理しております。
また、年金財政計算上の繰越不足金については、財政再計算に基づき必要に応じて特
別掛金率を引き上げる等の方法により処理されることになります。
なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗
じることで算定されるため、上記⑵の割合は当組合の実際の負担割合とは一致してお
りません。

10．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、「役員退職手当
支給に関する内規」に基づき、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち当事業年
度末までに発生していると認められる額を計上しております。

11．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請
求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額
を計上しております。

12．偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の支出に備えるため、
将来の負担金支出見込額を計上しております。

13．重要な会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、
翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
貸倒引当金
⑴当事業年度に係る計算書類に計上した金額
貸倒引当金 310百万円
⑵識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①見積り金額の算出方法
貸倒引当金の算出方法は、「貸借対照表の注記事項 6．」に記載しております。
②見積りの算出に用いた主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得
能力を個別に評価し、設定しております。
③翌事業年度の計算書類に与える影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌
事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

14．金融商品の状況に関する事項
⑴金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理
（ALM）をしております。

⑵金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び
金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
また、変動金利の預金については金利の変動リスクに晒されております。
⑶金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当組合は貸出金稟議規程、管理債権規程及び信用リスクに関する管理諸規定に従い、
貸出金について個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保
の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資管理部により行われ、また、定期的に経
営陣による常務会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。さらに、与信
管理の状況については、融資管理部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスクに関しては、経営企画部において、信用情報や時価
の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
ⅰ金利リスクの管理
当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMに関する運用手順書において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記して
おり、法令等遵守・リスク管理等に関する委員会において決定されたALMに関
する方針に基づき、常務会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議
を行っています。
日常的には経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、
ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、四半期ベースで理
事会に報告しております。
ⅱ価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、常務会の監督の下、余裕資金運
用規程に従い行われております。このうち、経営企画部では、市場運用商品の購
入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを
通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。経営企画部で保有している株
式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引先の市場環境や財務
状況などをモニタリングしています。
これらの情報は経営企画部を通じ、常務会に定期的に報告されております。
ⅲ市場リスクに係る定量的情報
当組合において、主要なリスク変数である金利リスク、価格変動リスクの影響を
受ける主な金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうちの債券、「有価証券」のう
ちの投資信託、「有価証券」のうちの株式、「貸出金」及び「預金積金」です。
当組合では、これらの金融商品につきVaRを用いてリスク量を算定していま
す。VaRリスク量算定にあたっては、分散共分散法（保有期間 3ヶ月、信頼区間
99％、観測期間 5 年）を採用しています。令和 8 年 3 月末日（当組合決算日）現
在で上記金融商品に係る市場リスク量（損失額の推計値）は、「預け金」で94百万円、
「有価証券」のうちの債券（含仕組預金・貸出）で323百万円、「有価証券」のう
ちの投資信託で552百万円、「有価証券」のうち株式で 0 百万円、「貸出金」で208
百万円、「預金積金」で△191百万円です。尚、当組合では、モデルが算出する
VaRと実際の評価損益を比較するバックテスティングを実施しています。令和 7
年度において実施したバックテスティングの結果、使用する計測モデルは十分な
精度により市場リスクを捕捉しているものと認識しています。但し、VaRは過去
の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測
しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスク
は捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、
市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理
しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。なお、一部の金融商品につ
いては、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。

15．金融商品の時価等に関する事項
令和 8年 3 月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり
であります（時価等の評価技法（算定方法）については（注 1 ）参照）。なお、市場
価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注 2）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（単位：百万円）
貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

⑴　預け金（＊ 1） 20,484 20,158 △ 325
⑵　有価証券
　　　満期保有目的の債券 831 785 △ 45
　　　その他有価証券（＊ 2） 19,624 19,624 ―
⑶　貸出金（＊ 1） 38,223
　　　貸倒引当金（＊ 2） △ 310

37,912 37,639 △ 273
金融資産計 78,853 78,209 △ 643

⑴　預金積金（＊ 1） 75,590 74,851 △ 738
⑵　借用金 2,200 2,131 △ 68

金融負債計 77,790 76,983 △ 806

（＊ 1）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価
に代わる金額」が含まれております。

（＊ 2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。な
お、その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針31号　令和 3 年 6 月17日）第24- 9 項の基準価額を時価とみなす
取扱いを適用した投資信託が含まれております。

（注 1）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産
⑴預け金
満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで
現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。



6

⑵有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ
ております。投資信託は市場における取引価格が存在している場合は、当該価格を時
価としております。市場における取引価格が存在しない投資信託については、解約等
に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合、基
準価額を時価としており、当該重要な制限がある場合は基準価額を時価とみなしてお
ります。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については16～19に記載してお
ります。
⑶貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸
倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時
価に代わる金額として記載しております。
① 6カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、
その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。
②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を無
リスク利子率（または市場金利）で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
⑴預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみな
しております。定期性預金の時価は、一定の期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを
作成し、元利金の合計額を無リスク利子率（または市場金利）で割り引いた価額を時
価とみなしております。
⑵借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期で市場金利を反映し、また、当組合の信
用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考
えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の
期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利
率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間のものは、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（注 2 ）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、
金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　分 貸借対照表計上額

非 上 場 株 式（＊ 1） 116
全信組連出資金（＊ 1） 288
組 合 出 資 金（＊ 2） 705

合　計 1,110
（＊ 1）非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和 2年 3月31日）第 5項に基づき、
時価開示の対象とはしておりません。

（＊ 2）組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する
会計基準の適用指針」（令和 3 年 6 月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対
象とはしておりません。

16．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには「国債」、
「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれております。以下19まで同様
であります。
⑴売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
⑵満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種　類 貸借対照表計上額 時　価 差　額
時価が貸借対照表計上額を
超えるもの
国　　　債 ― ― ―
地　方　債 ― ― ―
社　　　債 195 196 0
そ　の　他 ― ― ―

小　計 195 196 0
時価が貸借対照表計上額を
超えないもの
国　　　債 ― ― ―
地　方　債 138 126 △ 12
社　　　債 297 269 △ 27
そ　の　他 200 193 △ 6

小　計 635 589 △ 46
合　計 831 785 △ 45

⑶その他有価証券 （単位：百万円）
種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの
株　　　式 ― ― ―
債　　　券 869 848 20
　　国　　債 ― ― ―
　　地 方 債 300 300 0
　　社　　債 568 548 20
そ　の　他 3,853 3,413 439

小　計 4,722 4,262 460
貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの
株　　　式 ― ― ―
債　　　券 9,184 9,628 △ 444
　　国　　債 2,819 2,956 △ 137
　　地 方 債 1,999 2,099 △ 99
　　社　　債 4,364 4,572 △ 207
そ　の　他 5,718 6,473 △ 755

小　計 14,902 16,102 △ 1,200
合　計 19,624 20,365 △ 740

17．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
18．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

（単位：百万円）
売 却 価 額 売　却　益 売　却　損
140 ― 59

19．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額
は次のとおりであります。

（単位：百万円）

1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

債　　券 798 2,659 5,146 2,079
　国　債 299 393 2,126 ―
　地方債 200 499 1,739 ―
　社　債 298 1,766 1,281 2,079
そ の 他 628 2,482 1,759 244
合　　計 1,426 5,142 6,906 2,324

20．協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措置に関する
法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の貸出金、「そ
の他資産」中の未収利息及び仮払金の各勘定に計上されるものであります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 648百万円
危険債権額 1,413百万円
三月以上延滞債権額 0百万円
貸出条件緩和債権額 32百万円
合計額 2,094百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続
開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに
準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績
が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い
債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延し
ている貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないも
のであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決
めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上
延滞債権に該当しないものであります。
なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

21．手形割引は業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形等は、売却又は担保という方法で自由
に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は48百万円であります。

22．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申
し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約にかかる融資未実行
残高は、5,737百万円であります。
このうち原契約期間が 1 年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものは
5,737百万円であります。なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了する
ものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フロー
に影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があると
きは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることが
できる旨の条件が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・
有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手続き
に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。

23．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　851百万円
24．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 44百万円
25．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりで
あります。
繰延税金資産
貸倒引当金 3百万円
減価償却超過額 8　　　
退職給付引当金 36　　　
役員退職慰労引当金 26　　　
有価証券減損 9　　　
その他有価証券評価差額金 114　　　
その他 39　　　
繰延税金資産小計 238　　　
評価性引当額 △ 214　　　
繰延税金資産合計 23　　　
繰延税金資産の純額 23百万円

26．担保に提供している資産は次の通りであります。
担保提供している資産 預 け 金 1,500百万円

有価証券 2,640百万円
担保資産に対応する債務 借 用 金 2,200百万円

上記のほか為替取引のために預け金6,300百万円、全国信用組合保障基金として預け
金296百万円、日本銀行歳入復代理店取引のため預け金10百万円を担保として提供し
ております。

27．出資 1口当たりの純資産額　　4,313円81銭
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科　　　　目 令和 6年度 令和 7年度

経 常 収 益 1,067,935 1,306,578

資 金 運 用 収 益 1,010,914 1,272,764

貸 出 金 利 息 636,232 743,317

預 け 金 利 息 65,069 128,182

有価証券利息配当金 297,810 391,598

その他の受入利息 11,802 9,665

役 務 取 引 等 収 益 26,501 26,165

受 入 為 替 手 数 料 10,215 9,890

その他の役務収益 16,286 16,274

そ の 他 業 務 収 益 19,311 7,363

その他の業務収益 19,311 7,363

そ の 他 経 常 収 益 11,207 285

償 却 債 権 取 立 益 4,000 284

その他の経常収益 7,207 0

経 常 費 用 923,065 1,130,987

資 金 調 達 費 用 91,339 268,353

預 金 利 息 84,864 261,970

給付補塡備金繰入額 4,578 4,539

その他の支払利息 1,896 1,844

役 務 取 引 等 費 用 48,820 53,021

支 払 為 替 手 数 料 5,231 5,182

その他の役務費用 43,589 47,839

そ の 他 業 務 費 用 47 59,217

国債等債券売却損 ― 59,160

その他の業務費用 47 57

経 費 673,873 683,105

人 件 費 455,215 442,994

物 件 費 197,741 209,378

税 金 20,915 30,732

そ の 他 経 常 費 用 108,986 67,289

貸倒引当金繰入額 96,750 51,780

貸 出 金 償 却 ― 1,279

その他の経常費用 12,235 14,229

経 常 利 益 144,869 175,591

科　　　　目 令和 6年度 令和 7年度

特 別 損 失 207 185

固 定 資 産 処 分 損 207 185

税 引 前 当 期 純 利 益 144,662 175,405

法人税、住民税及び事業税 50,801 52,737

法 人 税 等 調 整 額 △ 626 343

法 人 税 等 合 計 50,174 53,080

当 期 純 利 益 94,487 122,324

繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） 5,007 21,709

当 期 未 処 分 剰 余 金 99,495 144,034
注 1．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　 2．出資 1口当りの当期純利益（又は当期純損失）　157円28銭

科　　　目 令和 6年度 令和 7年度

当期未処分剰余金 99,495 144,034

積 立 金 取 崩 額 ― ―

剰 余 金 処 分 額 77,786 137,664

利 益 準 備 金 9,949 14,403

普通出資に対する配当金 17,836 23,260

（年　 3％の割合） （年　 3％の割合）

優先出資に対する配当金 ― ―

（　円につき　円の割合）（　円につき　円の割合）

事業の利用分量に対する配当金 ― ―

（　円につき　円の割合）（　円につき　円の割合）

特 別 積 立 金 50,000 100,000

（経営安定積立金） 50,000 100,000

繰越金（当期末残高） 21,709 6,369

剰余金処分計算書 （୯Ґɿઍԁ）

科　　　　目 令和 6年度 令和 7年度

資 金 運 用 収 益 1,010,914 1,272,764

資 金 調 達 費 用 91,339 268,353

資 金 運 用 収 支 919,575 1,004,410

役 務 取 引 等 収 益 26,501 26,165

役 務 取 引 等 費 用 48,820 53,021

役 務 取 引 等 収 支 △ 22,318 △ 26,856

そ の 他 業 務 収 益 19,311 7,363

そ の 他 業 務 費 用 47 59,217

そ の 他 の 業 務 収 支 19,264 △ 51,853

業 務 粗 利 益 916,521 925,700

業 務 粗 利 益 率 1.11％ 1.10％

業 務 純 益 261,616 268,094

実 質 業 務 純 益 255,578 254,825

コ ア 業 務 純 益 255,578 313,985

コア業務純益（投資信託解約損益を除く。） 255,578 313,985
（注） 1．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×100
　　  2 ．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
　　  3 ．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　  4 ．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

業務粗利益及び業務純益等 （୯Ґɿઍԁ）

損益計算書	 （୯Ґɿઍԁ）

経理・経営内容



8

項　　　目 令和 6年度 令和 7年度
人 件 費 455,215 442,994

報 酬 給 料 手 当 369,324 311,106
退 職 給 付 費 用 16,519 27,378
そ の 他 69,371 104,510

物 件 費 197,741 209,378
事 務 費 106,185 113,701
固 定 資 産 費 38,409 41,076
事 業 費 18,390 17,790
人 事 厚 生 費 4,631 3,890
有形固定資産償却 17,164 18,605
無形固定資産償却 2,676 3,338
そ の 他 10,284 10,975

税 金 20,915 30,732
経 費 合 計 673,873 683,105

区　　　　　分 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度
経 常 収 益 1,018,433 944,945 1,028,062 1,067,935 1,306,578
経 常 利 益 200,013 114,691 162,713 144,869 175,591
当 期 純 利 益 166,977 60,103 123,750 94,487 122,324
預 金 積 金 残 高 65,959,652 68,330,391 75,731,569 79,213,178 75,590,235
貸 出 金 残 高 31,837,045 32,263,548 35,673,625 36,778,497 38,223,532
有 価 証 券 残 高 20,150,858 19,150,987 18,928,708 20,049,007 21,278,358
総 資 産 額 71,459,845 71,722,284 81,310,375 84,780,268 81,784,176
純 資 産 額 3,337,178 2,622,256 2,896,221 2,816,691 3,354,029
自己資本比率（単体） 8.19％ 8.17％ 7.45％ 8.07％ 8.13％
出 資 総 額 400,749 410,723 416,183 760,491 777,509
出 資 総 口 数 400,749口 410,723口 416,183口 760,491口 777,509口
出資に対する配当金 4％ 3％ 3％ 3％ 3％
職 員 数 72人 76人 71人 69人 72人
（注） 1．残高計数は期末日現在のものです。
　 　 2 .「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

科　　　　　　目 令和 6年度 令和 7年度
役 務 取 引 等 収 益 26,501 26,165

受 入 為 替 手 数 料 10,215 9,890
そ の 他 の 受 入 手 数 料 16,260 16,244
その他の役務取引等収益 26 30

役 務 取 引 等 費 用 48,820 53,021
支 払 為 替 手 数 料 5,231 5,182
そ の 他 の 支 払 手 数 料 32,707 37,491
その他の役務取引等費用 10,882 10,347

項　　　　　　目 令和 6年度 令和 7年度
受 取 利 息 の 増 減 50,489 261,849
支 払 利 息 の 増 減 51,334 177,014

科 目 年 度 平均残高 利 息 利 回 り
資 金 運 用
勘 定

令和 6年度 82,278百万円 1,010,914千円 1.22％

令和 7年度 83,890 1,272,764 1.51
う ち
貸 出 金

令和 6年度 36,046 636,232 1.76
令和 7年度 37,246 743,317 1.99

う ち
預 け 金

令和 6年度 26,232 65,069 0.24
令和 7年度 24,945 128,182 0.51

う ち
有 価 証 券

令和 6年度 19,711 297,810 1.51
令和 7年度 21,410 391,598 1.82

資 金 調 達
勘 定

令和 6年度 79,913 91,339 0.11
令和 7年度 81,104 268,353 0.33

う ち
預 金 積 金

令和 6年度 77,649 89,442 0.11
令和 7年度 78,842 266,509 0.33

う ち
譲 渡 性 預 金

令和 6年度 ― ― ―
令和7年度 ― ― ―

う ち
借 用 金

令和 6年度 2,200 ― ―
令和 7年度 2,200 ― ―

経費の内訳 （୯Ґɿઍԁ） 受取利息および支払利息の増減 （୯Ґɿઍԁ）

役務取引の状況 （୯Ґɿઍԁ）

主要な経営指標の推移	 （୯Ґɿઍԁ）

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

経理・経営内容
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自己資本の構成に関する事項	 （୯Ґɿඦສԁ）

経理・経営内容

項　　　　　　目 令和 6年度 令和 7年度
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目（1）
普 通 出 資 又 は 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資 に 係 る 組 合 員 勘 定 又 は 会 員 勘 定 の 額 3,599 3,714

う ち、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 760 777
う ち、 利 益 剰 余 金 の 額 2,856 2,960
う ち、 外 部 流 出 予 定 額（△） 17 23
う ち、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 46 33
う ち、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 46 33
う ち、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―

適 格 旧 資 本 調 達 手 段 の 額 の う ち、コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額
公 的 機 関 に よ る 資 本 の 増 強 に 関 す る 措 置 を 通 じ て 発 行 さ れ た 資 本
調 達 手 段 の 額 の う ち、コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の 四 十 五 パー セ ン ト
に 相 当 す る 額 の う ち、コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額（イ） 3,646 3,747
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 6 4

う ち、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ―
う ち、の れ ん 及 び モー ゲー ジ・サー ビ シ ン グ・ラ イ ツ に 係 る も の 以 外 の 額 6 4

繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く。） の 額 ― ―
適 格 引 当 金 不 足 額 ― ―
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ―
負 債 の 時 価 評 価 に よ り 生 じ た 時 価 評 価 差 額 で あ っ て 自 己 資 本 に 算 入 さ れ る 額 ― ―
前 払 年 金 費 用 の 額 ― ―
自 己 保 有 普 通 出 資 等（ 純 資 産 の 部 に 計 上 さ れ る も の を 除 く。）の 額 ― ―
意 図 的 に 保 有 し て い る 他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ― ―
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ―
特 定 項 目 に 係 る 十 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
う ち、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の に 限 る。）に 関 連 す る も の の 額 ― ―

特 定 項 目 に 係 る 十 五 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ―
う ち、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の に 限 る。）に 関 連 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額（ロ） 6 4
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 （（イ）－（ロ）） （ハ） 3,639 3,743
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等（3）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 43,567 44,471

う ち、経 過 措 置 に よ り リ ス ク・ア セッ ト の 額 に 算 入 さ れ る 額 の 合 計 額 ― ―
う ち、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ― ―
う ち、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額

マ ー ケ ッ ト ・ リ ス ク 相 当 額 の 合 計 額 を 八 パ ー セ ン ト で 除 し て 得 た 額 ―
勘 定 間 の 振 替 分 ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 の 合 計 額 を 八 パ ー セ ン ト で 除 し て 得 た 額 1,479 1,556
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ―
フ ロ ア 調 整 額 ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ―
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額（ニ） 45,047 46,027
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率（（ハ）／（ニ）） 8.07％ 8.13％

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の 2 の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組
合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出してお
ります。なお、当組合は国内基準を採用しております。
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種　類
令和 6年度 令和 7年度

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 時　　価 差　　額

時 価 が 貸 借 対 照 表 計 上 額 を
超 え る も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 195 197 1 195 196 0
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 195 197 1 195 196 0

時 価 が 貸 借 対 照 表 計 上 額 を
超 え な い も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 138 131 △ 6 138 126 △ 12
社 債 296 280 △ 16 297 269 △ 27
そ の 他 200 194 △ 5 200 193 △ 6
小 計 634 606 △ 28 635 589 △ 46

合　　　　　　計 830 803 △ 26 831 785 △ 45
（注）上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

満期保有目的の債券	 （୯Ґɿඦສԁ）

市場価格のない株式等及び組合出資金	 （୯Ґɿඦສԁ）

項　　　目
令和 6年度 令和 7年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 ― ―
関 連 法 人 等 株 式 ― ―
非 上 場 株 式 116 116
組 合 出 資 金 357 705
全 信 組 連 出 資 金 288 288

合　　　　　　計 762 1,110
（注） 1．子会社・子法人等株式、関連法人等株式、非上場株式及び全信組連出資金については、企業会計基準適用指針第 19 号「金融商品の時価等の開示に関する適

用指針」（令和 2年 3月 31 日）第 5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
　　  2 ．組合出資金については、企業会計基準適用指針第 31 号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和 3年 6 月 17 日）第 24-16 項に基づき、時価開示の

対象とはしておりません。

有価証券の時価等情報

経 理 ・ 経 営 内 容

該当ありません。

売買目的有価証券 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

該当ありません。

区　　　　　　分 令和 6年度 令和 7年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.17 0.20
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.11 0.14

（注）　総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保証見返を
除く）平均残高×100

総資産利益率 （୯Ґɿˋ）

区　　　　　　分 令和 6年度 令和 7年度
資 金 運 用 利 回（ａ） 1.22 1.51
資 金 調 達 原 価 率（ｂ） 0.94 1.15
総 資 金 利 鞘（ａ－ｂ） 0.28 0.36

（注） 1．資金運用利回＝資金運用収益／資金運用勘定計平均残高×100
　　  2 ．資金調達原価率＝資金調達費用－金銭の信託運用見合費用＋経費／資金調

達勘定計平均残高×100

総資金利鞘等 （୯Ґɿˋ）

該当ありません。

先物取引の時価情報

区　　　　　　　分 令和 6年度 令和 7年度

預 貸 率
（期　　末） 46.42 50.56
（期中平均） 46.42 47.24

預 証 率
（期　　末） 25.31 28.14
（期中平均） 25.38 27.15

（注） 1．預貸率＝貸出金／預金積金＋譲渡性預金×100
　　 2．預証率＝有価証券／預金積金＋譲渡性預金×100

預貸率、預証率の期末値及び期中平均値 （୯Ґɿˋ）

該当ありません。

オフバランス取引の状況
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種　類
令和 6年度 令和 7年度

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え る も の

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 2,780 2,748 31 869 848 20
国　　　債 297 297 0 ― ― ―
地 方 債 1,009 1,000 9 300 300 0
社 債 1,472 1,450 21 568 548 20

そ の 他 2,178 2,000 177 3,853 3,413 439
小 計 4,958 4,749 208 4,722 4,262 460

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価 を 超 え な い も の

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 6,977 7,162 △ 185 9,184 9,628 △ 444
国 債 1,362 1,386 △ 24 2,819 2,956 △ 137
地 方 債 1,391 1,407 △ 15 1,999 2,099 △ 99
社 債 4,223 4,369 △ 145 4,364 4,572 △ 207

そ の 他 6,808 7,658 △ 849 5,718 6,473 △ 755
小 計 13,786 14,821 △ 1,035 14,902 16,102 △ 1,200

合　　　　　　　　　計 18,744 19,571 △ 826 19,624 20,365 △ 740
（注） 1．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　  2 ．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

金 銭 の 信 託

その他有価証券	 （୯Ґɿඦສԁ）

該当ありません。

運用目的の金銭の信託

該当ありません。

満期保有目的の金銭の信託

該当ありません。

その他の金銭の信託
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区　　　　　　分 令和 6年度末 令和 7年度末
1 店 舗 当 り の 預 金 残 高 9,901 9,448
1 店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高 4,597 4,777

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

項　　　目 令和 6年度 令和 7年度
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
商 品 有 価 証 券 売 買 益 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 益 ― ―
国 債 等 債 券 償 還 益 ― ―
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―
そ の 他 の 業 務 収 益 19 7
そ の 他 業 務 収 益 合 計 19 7 区　　　　　　分 令和 6年度末 令和 7年度末

職 員 1 人 当 り の 預 金 残 高 1,085 1,049
職員 1 人当りの貸出金残高 503 530

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

種　　目 令和 6年度 令和 7年度
金　額 構成比 金　額 構成比

流 動 性 預 金 18,369 23.7 17,277 21.9
定 期 性 預 金 59,279 76.3 61,565 78.1
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―
その他の預金 ― ― ― ―
合 計 77,649 100.0 78,842 100.0

項　　目 令和 6年度末 令和 7年度末
財 形 貯 蓄 残 高 88 80

区　　分 令和 6年度末 令和 7年度末
金　額 構成比 金　額 構成比

個 人 42,273 53.4 43,166 57.1
法 人 36,939 46.6 32,423 42.9

一 般 法 人 21,175 26.7 19,342 25.6
金 融 機 関 521 0.7 27 0.0
公 金 15,241 19.2 13,054 17.3

合 計 79,213 100.0 75,590 100.0

区　　　　　分 令和 6年度末 令和 7年度末
固 定 金 利 定 期 預 金 53,284 55,623
変 動 金 利 定 期 預 金 38 31
そ の 他 の 定 期 預 金 400 339
合 計 53,724 55,993

科　　目
令和 6年度 令和 7年度

金　額 構成比 金　額 構成比
手 形 貸 付 3,659 10.2 3,773 10.1
証 書 貸 付 31,429 87.1 32,362 86.9
当 座 貸 越 824 2.3 1,036 2.8
割 引 手 形 132 0.4 74 0.2
合 計 36,046 100.0 37,246 100.0

区　　分
令和 6年度 令和 7年度

金 額 構成比 金 額 構成比
国 債 494 2.5 2,264 10.6
地 方 債 2,621 13.3 2,542 11.9
社 債 6,394 32.4 6,063 28.3
株 式 116 0.6 116 0.5
外 国 証 券 2,101 10.7 2,028 9.5
その他の証券 7,982 40.5 8,393 39.2
合 計 19,711 100.0 21,410 100.0

（注）　当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

経理・経営内容

資 金 運 用

資 金 調 達

その他業務収益の内訳 （୯Ґɿඦສԁ） 1 店舗当りの預金及び貸出金残高 （୯Ґɿඦສԁ）

預金種目別平均残高 （୯Ґɿඦສԁ、̀ ）

職員 1人当りの預金及び貸出金残高 （୯Ґɿඦສԁ）

財形貯蓄残高 （୯Ґɿඦສԁ）

預金者別預金残高 （୯Ґɿඦສԁ、̀ ）

貸出金種類別平均残高 （୯Ґɿඦສԁ、̀ ）

定期預金種類別残高 （୯Ґɿඦສԁ）

有価証券種類別平均残高 （୯Ґɿඦສԁ、̀ ）
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区　　分 1年以内 1年超
5年以内

5年超
10年以内 10年超

国 債
令和 6年度末 ― 397 1,262 ―
令和 7年度末 299 393 2,126 ―

地 方 債
令和 6年度末 ― 706 1,832 ―
令和 7年度末 200 499 1,739 ―

社 債
令和 6年度末 402 1,692 1,616 2,476
令和 7年度末 298 1,766 1,281 2,079

株 式
令和 6年度末 ― ― ― ―
令和 7年度末 ― ― ― ―

外国証券
令和 6年度末 100 782 740 362
令和 7年度末 199 767 630 244

そ の 他
の 証 券

令和 6年度末 231 2,526 470 ―
令和 7年度末 428 1,715 1,128 ―

合 計
令和 6年度末 734 6,104 5,922 2,838
令和 7年度末 1,426 5,142 6,906 2,324

業　種　別
令和 6年度 令和 7年度

金　額 構成比 金　額 構成比
製 造 業 1,001 2.72 943 2.47
農 業、 林 業 30 0.08 27 0.07
漁 業 297 0.81 288 0.75
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ―
建 設 業 3,706 10.08 3,551 9.29
電気、ガス、熱供給、水道業 280 0.76 245 0.64
情 報 通 信 業 22 0.06 10 0.03
運 輸 業、 郵 便 業 1,177 3.20 1,043 2.73
卸 売 業、 小 売 業 2,650 7.21 2,560 6.70
金 融 業、 保 険 業 507 1.38 606 1.59
不 動 産 業 8,990 24.45 10,183 26.65
物 品 賃 貸 業 447 1.22 375 0.98
学術研究、専門・技術サービス業 30 0.08 28 0.07
宿 泊 業 163 0.45 161 0.42
飲 食 業 1,127 3.07 1,012 2.65
生活関連サービス業、娯楽業 597 1.62 524 1.37
教 育、 学 習 支 援 業 200 0.54 185 0.48
医 療、 福 祉 240 0.65 528 1.39
そ の 他 の サ ー ビ ス 2,151 5.85 2,146 5.62
そ の 他 の 産 業 278 0.76 269 0.71
小 計 23,900 64.99 24,691 64.60
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 5,688 15.47 6,498 17.00
個人（住宅・消費・納税資金等） 7,189 19.54 7,033 18.40
合 計 36,778 100.00 38,223 100.00
（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

区　　　分 金　額 構成比 債務保証見返額

当組合預金積金
令和 6年度末 289 0.8 13
令和 7年度末 263 0.6 8

有 価 証 券
令和 6年度末 ― ― ―
令和 7年度末 ― ― ―

動 産
令和 6年度末 ― ― ―
令和 7年度末 ― ― ―

不 動 産
令和 6年度末 17,439 47.4 ―
令和 7年度末 18,331 48.0 ―

そ の 他
令和 6年度末 ― ― ―
令和 7年度末 ― ― ―

小 計
令和 6年度末 17,729 48.2 13
令和 7年度末 18,595 48.6 8

信用保証協会・
信 用 保 険

令和 6年度末 4,264 11.6 ―
令和 7年度末 4,096 10.7 ―

保 証
令和 6年度末 4,288 11.7 ―
令和 7年度末 4,220 11.1 ―

信 用
令和 6年度末 10,495 28.5 ―
令和 7年度末 11,311 29.6 ―

合 計
令和 6年度末 36,778 100.0 13
令和 7年度末 38,223 100.0 8

区　　　　　分 令和 6年度末 令和 7年度末
固 定 金 利 貸 出 17,117 19,114
変 動 金 利 貸 出 19,661 19,109
合 計 36,778 38,223

区　分
令和 6年度末 令和 7年度末

金　額 構成比 金　額 構成比
消費者ローン 1,655 38.2 1,726 40.3
住 宅 ロ ー ン 2,676 61.8 2,558 59.7
合 計 4,331 100.0 4,284 100.0

区　分
令和 6年度末 令和 7年度末

金　額 構成比 金　額 構成比
運 転 資 金 10,470 33.3 9,965 30.7
設 備 資 金 20,977 66.7 22,486 69.3
合 計 31,448 100.0 32,452 100.0

項　　　目 令和 6年度 令和 7年度
貸 出 金 償 却 額 ― 1

項　　　　　目
令和 6年度 令和 7年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一 般 貸 倒 引 当 金 46 6 33 △ 13
個 別 貸 倒 引 当 金 212 102 277 64
貸 倒 引 当 金 合 計 258 108 310 51

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係
る引当は行っておりません。

資 金 運 用

有価証券種類別残存期間別残高 （୯Ґɿඦສԁ） 担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額（୯Ґɿඦສԁ、̀ ）

貸出金業種別残高・構成比 （୯Ґɿඦສԁ、̀ ）

消費者ローン・住宅ローン残高 （୯Ґɿඦສԁ、̀ ）

貸出金金利区分別残高 （୯Ґɿඦສԁ）

貸出金使途別残高 （୯Ґɿඦສԁ、̀ ）

貸出金償却額 （୯Ґɿඦສԁ）

貸倒引当金の内訳 （୯Ґɿඦສԁ）



14

協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況	 （୯Ґɿඦສԁ、̀ ）

区　　　分 残高
（A）

担保・保証額
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率
（B+C）/（A）

引当率
（C）/（A－B）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
令和 6年度 534 377 157 100.00％ 100.00％
令和 7年度 648 443 205 100.00％ 100.00％

危 険 債 権
令和 6年度 1,377 691 54 54.20％ 8.00％
令和 7年度 1,413 704 71 54.91％ 10.07％

要 管 理 債 権
令和 6年度 169 58 2 36.25％ 2.60％
令和 7年度 32 10 2 39.04％ 11.88％

三 月 以 上 延 滞 債 権
令和 6年度 ― ― ― ― ―
令和 7年度 ― ― ― ― ―

貸 出 条 件 緩 和 債 権
令和 6年度 169 58 2 36.25％ 2.60％
令和 7年度 32 10 2 39.04％ 11.88％

小 計
令和 6年度 2,081 1,127 215 64.50％ 22.54％
令和 7年度 2,094 1,157 279 68.63％ 29.86％

正 常 債 権
令和 6年度 34,722
令和 7年度 36,151

合 計
令和 6年度 36,803
令和 7年度 38,245

（注） 1．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ
れらに準ずる債権です。

　　  2 ．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権（ 1に掲げるものを除く。）です。

　　  3 ．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
　　  4 ．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（ 1及び 2に掲げるものを除く。）です。
　　  5 ．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決

めを行った貸出金（ 1、 2及び 4に掲げるものを除く。）です。
　　  6 ．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（ 1、 2及び 3に掲げるものを除く。）です。
　　  7 ．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
　　  8 ．「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
　　  9 ．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の

全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第 2条第 3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その
他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借
又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

　　 10．金額は決算後（償却後）の計数です。

法令遵守の体制

　当組合は、法令等遵守（コンプライアンス）を経営の最重要課題の一つと位置づけ、コンプライアンス基本方針（社会的責任と公共的使命、法令
やルールの厳格な遵守、地域社会とのコミュニケーション、職員の人権等の尊重等、社会貢献活動及び環境問題への取組み、反社会的勢力との対決）
の下、役職員の行動規範を定め、企業倫理の確立及び法令等の厳格な遵守を組織全体に浸透させることに努めております。
　また、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策についても経営戦略等における重要な課題の一つと位置づけ、その基本方針を定め、犯罪組
織やテロ組織への資金流入を未然に防ぎ、安全で安心な金融サービスを提供できるよう努めております。
　当組合では、法令等遵守（コンプライアンス）体制強化のため、以下の諸施策を実施しております。
　⑴コンプライアンス・プログラム（法令等遵守実施計画）を毎年策定し、それに沿って実施しております。
　⑵コンプライアンス・マニュアルを策定し（随時見直し）、全役職員に配布しています。
　⑶コンプライアンスの最高責任者を理事長とし、統括部署として法務部を設置し、各部店に法令等遵守責任者および法令等遵守担当者の配置を

行っています。
　⑷法令等遵守責任者及び担当者を対象とした研修、女子リーダー・渉外職員・新人職員を対象とした研修、各部店における毎月の勉強会等を実施

させ、コンプライアンス教育の強化を図っています。
　⑸監査部の監査項目に法令等遵守に関する項目を盛り込み、法令等遵守体制が適切に機能しているかチェックを行っています。
　⑹法令等遵守違反があった場合は、速やかに各部店から事故、不祥事件等に係る報告を求め、それにもとづく適切な対策を講じ、再発防止に努め

ています。今後も単なる法令等遵守にとどまらず役職員一人ひとりが、より一層高い規範意識が求められているという自覚をもって、さらな
るコンプライアンスの徹底に努めてまいります。

経 営 内 容
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苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

報酬体系について

リスク管理体制

●苦情処理措置
　ご契約内容や商品に関する苦情等は、お取引のある営業店または法務
部相談窓口にお申し出ください。
　【佐賀東信用組合 法務部相談窓口】0952-30-2114
　受付日：月曜日～金曜日 （祝日および当組合の休業日は除く）
　受付時間：午前 9時～午後 5時
　なお、苦情等対応手続については、お取引先店舗または法務部相談窓
口にお申し出いただくか、当組合ホームページをご覧ください。
　ホームページアドレス　https://www.toshin.shinkumi.jp/
●紛争解決措置
　【東京弁護士会等】
　東京弁護士会　紛争解決センター（電話　03-3581-0031）
　第一東京弁護士会　仲裁センター（電話　03-3595-8588）
　第二東京弁護士会　仲裁センター（電話　03-3581-2249）
　【福岡県弁護士会紛争解決センター】
　天神弁護士センター　　　　　 　（電話　092-741-3208）
　北九州法律相談センター　　　　（電話　093-561-0360）
　久留米センター　　　　　　　 　（電話　0942-30-0144）
　東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会のほか福岡県弁
護士会が設置運営する紛争解決センターで紛争の解決を図ることも可能で
すので、当組合法務部相談窓口またはしんくみ相談所へお申し出ください。
　また、お客様が直接、東京弁護士会等や福岡県弁護士会紛争解決セン
ターへ申し出ることも可能です。
　なお、上記東京弁護士会等では、東京以外の地域の方々からの申立に
ついて、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を
進める方法があります。
①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、

弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、
共同して解決に当たる。

　【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
　03-3567-2456
　受付日：月曜日～金曜日（祝日および金融機関の休業日は除く）
　受付時間：午前 9時～午後 5時

●対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事
及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価
として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特
別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。
1．報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】

非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会
において、理事全員及び監事全員それぞれの役位や在任年数等を、
各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当
組合の理事会において決定しております。また、各監事の基本報
酬額及び賞与額につきましては、監事会の協議により決定してお
ります。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、
退任時に総代会で承認を得た後、支払うこととしております。なお、
当組合では全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、a:
決定方法、b支払手段、c決定時期、d支払時期等を規程で定めて
おります。

2．令和7年度における対象役員に対する報酬等の支払総額
区分 支払総額

対象役員に対する報酬等 63,140千円

（注）	 1 ．対象役員に該当する理事は 4名、監事は 2名です（期中に退任した者を含む）。
	 2 ．上記の内訳は、「基本報酬」39,900千円、「賞与」 5 ,380千円、「退職慰労金」

17,860千円となっております。
3．その他
「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第6号
等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合等の
業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長
官が別に定めるものを定める件」（平成24年3月29日付金融庁告示第
23号）第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありません。

－定性的事項－
●自己資本調達手段の概要
　当組合の自己資本は、出資金、資本剰余金及び利益剰余金等により構
成されております。

普 通 出 資 発行主体：佐賀東信用組合
コア資本に係る基礎項目の額に参入された額：777百万円

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当組合は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことによ
り自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を充分保っていると評価
しております。尚、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲
げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による
資本の積上げを第一義的な施策として考えております。
●信用リスクに関する事項

リスクの説明
及 び リ ス ク
管 理 の 方 針

信用リスクとは、お取引先の財務状況の悪化などにより、
当組合の資産の価値が減少ないし消失し、損失を受ける
リスクのことをいいます。

管 理 体 制

当組合では、信用リスクを当組合が管理すべき最重要リ
スクであるとの認識の上、安全性、公共性、流動性、成
長性、収益性の 5 原則に沿った厳正な与信判断を行うべ
く、「信用リスク管理規程」、「管理債権規程」等を制定し、
信用リスク管理を徹底して行っております。

評 価 ・ 計 測

信用リスクの評価につきましては、小口多数取引の推進
によるリスク分散の他、与信ポートフォリオ管理により、
特定先特定業種への与信集中を回避すべく、業種別、大
口与信先の管理など、様々な角度からの分析に注力して
おります。信用コストである貸倒引当金は、正確な自己
査定に基づき適正な引当を行っております。

■貸倒引当金の計算基準
　貸倒引当金は、正確な自己査定に基づき算定するとともに、その結果
につきましては、監査法人の監査を受けるなど適正な引当を行っています。
■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の機関を採用
しております。
　・株式会社日本格付研究所　・株式会社格付投資情報センター
　・ムーディーズ・ジャパン　・スタンダード＆プアーズ社
■エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
　エクスポージャーの種類ごとのリスクウェイトの判定に使用する適格
格付機関は採用しておりません。
■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当組合は、リスク管理の観点から、お取引先の倒産や財務状況の悪化
などにより受ける損失（信用リスク）を軽減するために、不動産等担保
や信用保証協会保証による保全措置を講じております。

ただし、これらはあくまでも補完的措置であり、資金使途、返済財源、
財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から判断を行
っております。
　また、判断の結果、担保または保証が必要な場合には、お客様への十分
な説明とご理解を頂いたうえでご契約いただく等、適切な取扱に努めてお
ります。
　信用リスクの削減手法として、当組合が取扱う主な担保には、預金積
金等があり、担保に関する手続きについては、当組合が定める事務規程
等により適切な事務取扱いならびに適正な評価・管理を行っております。
　また、お客様が期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範
囲において、預金相殺等を行う場合がありますが、当組合が定める事務
規程等により適切な取扱いに努めております。
　なお、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、
特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されております。

●対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の
職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者
のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和7年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
（注）	 1 ．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
	 2 ．「同等額」は、令和7年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
	 3 ．職員の給与、賞与及び退職金は、当組合における「給与規程」及び「退職金

規程」に基づき支払っております。なお、当組合は、非営利・相互扶助の協
同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利
益を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないた
め、職員が過度のリスクテイクを引き起こす報酬体系ではありません。

経 営 内 容
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■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに
関するリスク管理の方針及び手続の概要

　派生商品取引および長期決済期間取引は行っておりません。

●証券化エクスポージャーに関する事項
　証券化取引は行っておりません。

●オペレーショナル・リスクに関する事項
リスクの説明
及 び リ ス ク
管 理 の 方 針

オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務の過程、
役職員の活動もしくはシステムが不適切であること、ま
たは外生的な事象により損失を被るリスクをいいます。

管 理 体 制

当組合はオペレーショナル･リスクについて事務リスク、
システムリスク、法務リスク等を含む幅広いリスクと考
え、規程類の整備、見直しを行い、研修、内部監査等の
機会を通してリスク管理に努めております。

評 価 ・ 計 測
当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士
協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った適正
な処理を行っております。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　標準的手法を採用しております。

●出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポー
ジャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項
リスクの説明
及 び リ ス ク
管 理 の 方 針

出資、株式その他これに類するエクスポージャーに関す
るリスクとは、市場経済の変動によって受ける資産価値
や収益性に対するリスクをいいます。

管 理 体 制

上場株式にかかるリスクの認識については、時価評価に
よりリスクを計測し、当組合が抱える市場リスクなどの
状況を定期的に常務会に報告しています。
出資、非上場株式、投資信託については、当組合が定め
る「余裕資金運用規程」や「市場関連リスク管理規程」
などに基づいて、適正に運用・管理しております。

評 価 ・ 計 測
当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士
協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った適正
な処理を行っております。

■金利リスクに関する事項
リスクの説明
及 び リ ス ク
管 理 の 方 針

市場における一般的な金利水準の変動に伴って当該金融
資産の価値が変動するリスクのことをいいます。

管 理 体 制

金利リスクの管理については、各種リスク管理規程に基
づき管理しております。具体的には、一定の金利ショッ
クを想定した場合の銀行勘定の金利リスクを計測し、自
己資本に対するリスク量の影響額を把握、定期的に経営
陣へ報告しております。

評 価 ・ 計 測

当組合では、信用組合業界で構築したSKC-ALMシス
テムを用いてVaR法により、金利リスクを計測してお
ります。VaR法とは、過去のデータを使って（観測期間）、
一定の期間に（保有期間）、一定の確率で発生し得る（信
頼区間）、最大の損失額を計測する手法です。
尚、中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針で規定
する基準（バーゼルⅡ第2の柱）で求める金利リスク量
算出の為、別途有価証券に関する金利リスク量を外部委
託して計測しております。

●内部管理上使用した金利リスクの算定手法の概要
計測手法 ラダー方式を採用しています。

コ
ア
預
金

対象 流動性預金全般（当座、普通等）

算定
方法

つぎの 3つのうち、最小の額を上限としています。
①過去 5年の最低残高
②過去 5年の最大年間流出量を現残高から差引いた

残高
③現残高の50％相当額

満期 5年以内（平均2.5年）
金利感応
資産・負債

預金、貸出金、有価証券、預け金、その他の金利・
期間を有する資産・負債

金利ショック幅 99パーセンタイル値または 1パーセンタイル値
リスク計測の頻度 半　期

●金利リスクに関する事項
（単位：百万円）

IRRBB 1 ：金利リスク

項番
イ ロ ハ 二

⊿EVE ⊿NII
当期末 前期末 当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 1,238 1,248 170 140
2 下方パラレルシフト 0 0 19 13
3 スティープ化 975 1,084
4 フラット化 0 0
5 短期金利上昇 461 467
6 短期金利低下 0 0
7 最大値 1,238 1,248 170 140

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 3,743 3,639

（注）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
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●自己資本の充実度に関する事項 （୯Ґɿඦສԁ）

令和 6年度 令和 7年度
リスク・アセット等 所要自己資本額 リスク・アセット等 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 43,567 1,742 44,471 1,778
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 39,660 1,586 39,967 1,598

（ⅰ）ソブリン向け 453 18 417 16
（ⅱ）金融機関向け 5,845 233 4,578 183

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 456 18 275 11
（ⅲ）カバード・ボンド向け ― ― ― ―
（ⅳ）法人等向け（特定貸付債権向けを含む） 8,095 323 8,046 321

特定貸付債権向け 1,606 64 1,296 51
（ⅴ）中堅中小企業等・個人向け 2,639 105 2,386 95

トランザクター向け 45 1 24 0
（ⅵ）不動産関連向け 13,126 525 14,375 575

自己居住用不動産等向け 1,216 48 1,144 45
賃貸用不動産向け 2,050 82 1,713 68
事業用不動産関連向け 8,331 333 8,919 356
その他不動産関連向け 91 3 83 3
ADC向け 1,435 57 2,516 100

（ⅶ）劣後債権及びその他資本性証券等 2,546 101 2,932 117
（ⅷ）延滞等向け 1,779 71 1,951 78
（ⅸ）自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 47 1 25 1
（ⅹ）  株式等 301 12 418 16
（xi）重要な出資のエクスポージャー ― ― ― ―
（xii）  他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外

部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー ― ― ― ―

（xiii）  信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目
の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー 288 11 288 11

（xiv）その他 4,536 181 4,547 181
②証券化エクスポージャー ― ― ― ―
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー 3,906 156 4,502 180

ルック・スルー方式 3,906 156 4,502 180
マンデート方式 ― ― ― ―
蓋然性方式（250％） ― ― ― ―
蓋然性方式（400％） ― ― ― ―
フォールバック方式（1,250％） ― ― ― ―

④未決済取引 ― ― ― ―
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置に
よりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 ― ― ― ―

⑥CVAリスク相当額を八パーセントで除して得た額（簡便法） ― ― ― ―
⑦中央清算機関関連エクスポージャー 1 0 1 0

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 1,479 59 1,556 62
BI 986 1,037
BIC 118 124

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 45,047 1,801 46,027 1,841

－定量的事項－
◦自己資本の構成に関する開示事項…P.9をご参照ください。
◦自己資本の充実度に関する事項
◦信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエ

クスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）
◦信用リスク削減手法に関する事項

◦派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項…該
当事項なし

◦証券化エクスポージャーに関する事項
◦出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
◦リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
◦金利リスクに関する事項

資 料 編
リスク管理体制

（注）　 1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
　　　 2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
　　　 3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府

以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のことです。
　　　 4．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　　　　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　　　　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　　　　③ 3か月以上限度額を超過した当座貸越であること
　　　 5．「その他」とは、（ⅰ）～（xiii）に区分されないエクスポージャーです。具体的には現金、有形固定資産等が含まれます。
　　　 6．当組合では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
　　　 7．当組合は、標準的計測手法かつILMを「1」としてオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。
　　　 8．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4%
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●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別） （୯Ґɿඦສԁ）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
延滞

エクスポージャー貸出金、コミットメント及びその他の
デリバティブ以外のオフ・バランス取引 債　　　券 デリバティブ取引

令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度
国 内 83,819 80,464 36,790 38,237 18,757 19,572 ― ― 1,439 1,603
国 外 2,006 2,006 ― ― 2,006 2,006 ― ― ― ―
地 域 別 合 計 85,825 82,470 36,790 38,237 20,763 21,578 ― ― 1,439 1,603
製 造 業 2,383 2,243 1,041 1,001 1,342 1,242 ― ― 306 298
農 業、 林 業 33 32 33 32 ― ― ― ― ― ―
漁 業 297 289 297 289 ― ― ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 0 0 0 0 ― ― ― ― ― ―
建 設 業 3,980 3,841 3,880 3,741 100 100 ― ― 31 43
電気・ガス・熱供給・水道業 1,042 960 339 258 702 702 ― ― ― ―
情 報 通 信 業 122 111 22 10 100 100 ― ― 9 7
運 輸 業、郵 便 業 1,383 1,259 1,182 1,058 200 200 ― ― 108 103
卸 売 業、小 売 業 3,324 3,237 2,722 2,635 601 601 ― ― 97 105
金 融 業、 保 険 業 29,029 23,248 527 625 2,002 1,802 ― ― ― ―
不 動 産 業 10,331 11,338 9,179 10,386 1,152 952 ― ― 332 454
物 品 賃 貸 業 447 375 447 375 ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 49 48 49 48 ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 163 161 163 161 ― ― ― ― 14 14
飲 食 業 1,236 1,114 1,236 1,114 ― ― ― ― 309 315
生活関連サービス業、娯楽業 597 524 597 524 ― ― ― ― ― 46
教 育、 学 習 支 援 業 200 185 200 185 ― ― ― ― ― ―
医 療、 福 祉 240 528 240 528 ― ― ― ― 47 47
そ の 他 の サ ー ビ ス 2,455 2,429 2,455 2,429 ― ― ― ― 21 23
そ の 他 の 産 業 278 269 278 269 ― ― ― ― ― ―
国・地方公共団体等 11,712 13,490 5,690 6,499 6,022 6,990 ― ― ― ―
個 人 6,203 6,058 6,203 6,058 ― ― ― ― 158 142
そ の 他 10,309 10,719 ― ― 8,539 8,885 ― ― ― ―
業 種 別 合 計 85,825 82,470 36,790 38,237 20,763 21,578 ― ― 1,439 1,603
1 年 以 下 20,014 16,095 5,674 7,066 803 1,502 ― ―
1 年 超 3 年 以 下 8,743 7,985 3,726 2,966 3,613 3,311 ― ―
3 年 超 5 年 以 下 8,260 8,935 4,048 4,506 3,108 2,315 ― ―
5 年 超 7 年 以 下 4,942 7,173 3,297 3,456 1,245 1,963 ― ―
7 年 超 10 年 以 下 11,923 12,128 4,940 5,369 4,928 5,557 ― ―
10 年 超 18,492 17,263 15,043 14,816 2,949 2,447 ― ―
期間の定めのないもの ― ― ― ― ― ― ― ―
そ の 他 13,447 12,888 59 57 4,116 4,480 ― ―
残 存 期 間 別 合 計 85,825 82,470 36,790 38,237 20,763 21,578 ― ―

（注）　 1．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミット
メントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

　　　 2．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　　　　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　　　　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　　　　③ 3か月以上限度額を超過した当座貸越であること
　　　 3．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分・期間区分などに分類することが困難なエクス

ポージャーです。具体的には現金、有形固定資産等が含まれます。
　　　 4．CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　　 5．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
　当組合では、自己資本比率算定にあたり、投資損失引当金・偶発損失引当金を一般貸倒引当金あるいは個別貸倒引当金と同様のものとして取扱っ
ておりますが、当該引当金の金額は上記残高等に含めておりません。

信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）
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●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等 （୯Ґɿඦສԁ）

業 種 別
個別貸倒引当金

貸出金償却
期末残高 期中増減額

令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度
製 造 業 22 39 12 17 ― ―
農 業、 林 業 ― ― ― ― ― ―
漁 業 ― ― ― ― ― ―
鉱 業、採 石 業、砂 利 採 取 業 ― ― ― ― ― ―
建 設 業 7 25 7 18 ― ―
電気、ガス、熱供給、水道業 ― ― ― ― ― ―
情 報 通 信 業 0 7 0 6 ― ―
運 輸 業、 郵 便 業 68 64 0 △ 3 ― ―
卸 売 業、 小 売 業 4 6 2 2 ― ―
金 融 業、 保 険 業 ― ― ― ― ― ―
不 動 産 業 28 29 26 1 ― ―
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― ― ―
宿 泊 業 0 0 0 0 ― ―
飲 食 業 47 48 36 0 ― 1
生活関連サービス業、娯楽業 ― 3 ― 3 ― ―
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ― ― ―
医 療、 福 祉 1 2 1 0 ― ―
そ の 他 の サ ー ビ ス 13 13 12 0 ― ―
そ の 他 の 産 業 ― ― ― ― ― ―
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ― ― ― ― ― ―
個 人 18 35 3 17 ― ―
合 計 212 277 102 64 ― 1

（注）　 1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　　 2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

●標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳 （୯Ґɿඦສԁ）

CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後 リスク・ウェイ
トの加重平均値
（％）

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

信用リスク・
アセットの額

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度
現 金 806 815 ― ― 806 815 ― ― ― ― 0 0
我が国の中央政府及び中央銀行向け 1,686 2,962 ― ― 1,686 2,962 ― ― ― ― 0 0
外国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国 際 決 済 銀 行 等 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け 8,113 9,001 ― ― 8,113 9,001 ― ― ― ― 0 0
外国の中央政府等以外の公共部門向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
国 際 開 発 銀 行 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け 376 279 ― ― 376 279 ― ― 37 27 10 10
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け 905 802 ― ― 905 802 ― ― 90 80 10 10
地 方 三 公 社 向 け 631 444 ― ― 631 444 ― ― 40 40 6 9
金 融 機 関、第 一 種 金 融 商 品
取 引 業 者 及 び 保 険 会 社 向 け 27,215 21,434 ― ― 27,215 21,434 ― ― 5,845 4,578 21 21

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 1,003 803 ― ― 1,003 803 ― ― 456 275 45 34
カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
法人等向け（特定貸付債権向けを含む） 10,603 10,627 1,337 393 10,487 10,529 132 38 8,095 8,046 76 76

特 定 貸 付 債 権 向 け 1,606 1,296 ― ― 1,606 1,296 ― ― 1,606 1,296 100 100
中堅中小企業等向け及び個人向け 3,306 3,156 5,295 5,543 3,112 2,975 114 103 2,639 2,386 82 78

ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ― ― 1,076 1,117 ― ― 51 55 45 24 90 ―
不 動 産 関 連 向 け 15,262 15,834 ― ― 15,232 15,801 ― ― 13,126 14,375 86 91

自 己 居 住 用 不 動 産 等 向 け 2,799 2,684 ― ― 2,769 2,659 ― ― 1,216 1,144 44 43
賃 貸 用 不 動 産 向 け 2,250 1,929 ― ― 2,250 1,929 ― ― 2,050 1,713 91 89
事 業 用 不 動 産 関 連 向 け 8,268 8,809 ― ― 8,268 8,801 ― ― 8,331 8,919 101 101
そ の 他 不 動 産 関 連 向 け 509 686 ― ― 509 686 ― ― 91 83 18 12
Ａ Ｄ Ｃ 向 け 1,435 1,724 ― ― 1,435 1,724 ― ― 1,435 2,516 100 146

劣後債権及びその他資本性証券等 2,546 2,345 ― ― 2,546 2,345 ― ― 2,546 2,932 100 125
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。） 1,189 1,312 7 ― 1,189 1,312 0 ― 1,779 1,951 149 149
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 47 25 ― ― 47 25 ― ― 47 25 100 100
取 立 未 済 手 形 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
信 用 保 証 協 会 等 に よ る 保 証 付 3,581 3,408 ― ― 3,581 3,408 ― ― 285 269 8 8
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
株 式 等 301 321 ― ― 301 321 ― ― 301 418 100 130
合 　 　 　 　 　 　 計 76,575 72,773 6,640 5,937 76,234 72,461 247 141 34,835 35,132 45 48
（注） 1．「CCF」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
　　  2 ．「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をCCF・信用リスク削減手法適用後エクスポージャーのオン・バランスの額

とオフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。
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●標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳 （単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35% 37.5% 40% 43.75% 45% 50% 56.25% 60% 62.5%

現 金
令和6年度 806 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 815 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の中央政府
及び中央銀行向け

令和6年度 1,686 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 2,962 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

外 国 の 中 央 政 府
及び中央銀行向け

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国際決済銀行等向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の地方公共団体向け
令和6年度 8,113 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 9,001 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

外国の中央政府等
以外の公共部門向け

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国際開発銀行向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地方公共団体金融機構向け
令和6年度 ― 376 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― 279 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の政府関係機関向け
令和6年度 ― 905 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― 802 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地 方 三 公 社 向 け
令和6年度 430 ― ― 200 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 244 ― ― 200 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

金融機関、第一種金融商品
取引業者及び保険会社向け

令和6年度 ― ― ― 24,844 ― 2,170 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― 18,968 ― 2,365 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

第一種金融商品取引
業者及び保険会社向け

令和6年度 ― ― ― 100 ― 702 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― 100 ― 602 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

カバード・ボンド向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

法人等向け（特定貸
付債権向けを含む）

令和6年度 ― ― ― 1,400 ― ― ― ― ― 100 ― ― 902 ― ― ―
令和7年度 ― ― ― 1,400 ― ― ― ― ― 100 ― ― 601 ― ― ―

特定貸付債権向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

中堅中小企業等向
け 及 び 個 人 向 け

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 51 ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 55 ― ― ― ―

トランザクター向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 51 ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 55 ― ― ― ―

不 動 産 関 連 向 け
令和6年度 272 5 ― 385 116 672 ― 155 ― 639 ― 162 675 ― 43 ―
令和7年度 464 3 ― 382 63 764 ― 223 ― 573 ― 40 697 ― 26 ―

自己居住用不動産等向け
令和6年度 ― 5 ― 285 116 547 ― ― ― 639 ― ― 575 ― ― ―
令和7年度 ― 3 ― 282 63 634 ― ― ― 573 ― ― 597 ― ― ―

賃貸用不動産向け
令和6年度 ― ― ― ― ― 125 ― 155 ― ― ― 162 ― ― 6 ―
令和7年度 ― ― ― ― ― 129 ― 223 ― ― ― 40 ― ― 4 ―

事 業 用 不 動 産
関 連 向 け

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

そ の 他 不 動 産
関 連 向 け

令和6年度 272 ― ― 99 ― ― ― ― ― ― ― ― 99 ― 36 ―
令和7年度 464 ― ― 99 ― ― ― ― ― ― ― ― 100 ― 22 ―

Ａ Ｄ Ｃ 向 け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

劣後債権及びその
他 資 本 性 証 券 等

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 7 ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3 ― ― ―

自己居住用不動産等向けエ
クスポージャーに係る延滞

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

取 立 未 済 手 形
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

信用保証協会等による保証付
令和6年度 870 2,695 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 714 2,694 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株 式 等
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合 　 計
令和6年度 12,180 3,982 ― 26,829 116 2,843 ― 155 ― 739 ― 213 1,585 ― 43 ―
令和7年度 14,202 3,780 ― 20,952 63 3,130 ― 223 ― 673 ― 96 1,302 ― 26 ―
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資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105% 110% 112.5% 130% 150% 250% 400% その他 合 計

現 金
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 806
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 815

我が国の中央政府
及び中央銀行向け

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,686
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,962

外 国 の 中 央 政 府
及び中央銀行向け

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国際決済銀行等向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

我が国の地方公共団体向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 8,113
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 9,001

外国の中央政府等
以外の公共部門向け

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

国際開発銀行向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地方公共団体金融機構向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 376
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 279

我が国の政府関係機関向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 905
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 802

地 方 三 公 社 向 け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 631
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 444

金融機関、第一種金融商品
取引業者及び保険会社向け

令和6年度 ― 100 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 100 ― ― ― 27,215
令和7年度 ― 100 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 21,434

第一種金融商品取引
業者及び保険会社向け

令和6年度 ― 100 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 100 ― ― ― 1,003
令和7年度 ― 100 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 803

カバード・ボンド向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

法人等向け（特定貸
付債権向けを含む）

令和6年度 100 100 200 6,090 ― ― 1,726 ― ― ― ― ― ― ― ― 10,620
令和7年度 100 300 200 5,962 ― ― 1,901 ― ― ― ― ― ― ― ― 10,567

特定貸付債権向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― 1,606 ― ― ― ― ― ― ― ― 1,606
令和7年度 ― ― ― ― ― ― 1,296 ― ― ― ― ― ― ― ― 1,296

中堅中小企業等向
け 及 び 個 人 向 け

令和6年度 ― 2,521 ― ― ― ― 653 ― ― ― ― ― ― ― ― 3,226
令和7年度 905 1,562 ― ― ― ― 555 ― ― ― ― ― ― ― ― 3,078

トランザクター向け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 51
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 55

不 動 産 関 連 向 け
令和6年度 1,786 61 ― ― 1,377 ― 1,435 1,772 5,671 ― ― ― ― ― ― 15,232
令和7年度 1,784 108 ― ― 1,295 ― 140 1,422 6,206 ― ― 1,604 ― ― ― 15,801

自己居住用不動産等向け
令和6年度 565 34 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,769
令和7年度 504 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,659

賃貸用不動産向け
令和6年度 ― 27 ― ― ― ― ― 1,772 ― ― ― ― ― ― ― 2,250
令和7年度 ― 108 ― ― ― ― ― 1,422 ― ― ― ― ― ― ― 1,929

事 業 用 不 動 産
関 連 向 け

令和6年度 1,220 ― ― ― 1,377 ― ― ― 5,671 ― ― ― ― ― ― 8,268
令和7年度 1,279 ― ― ― 1,295 ― ― ― 6,206 ― ― 20 ― ― ― 8,801

そ の 他 不 動 産
関 連 向 け

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 509
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 686

Ａ Ｄ Ｃ 向 け
令和6年度 ― ― ― ― ― ― 1,435 ― ― ― ― ― ― ― ― 1,435
令和7年度 ― ― ― ― ― ― 140 ― ― ― ― 1,584 ― ― ― 1,724

劣後債権及びその
他 資 本 性 証 券 等

令和6年度 ― ― ― ― ― ― 2,546 ― ― ― ― ― ― ― ― 2,546
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,345 ― ― ― ― 2,345

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,182 ― ― ― 1,190
令和7年度 14 ― ― ― ― ― 5 ― ― ― ― 1,289 ― ― ― 1,312

自己居住用不動産等向けエ
クスポージャーに係る延滞

令和6年度 ― ― ― ― ― ― 47 ― ― ― ― ― ― ― ― 47
令和7年度 ― ― ― ― ― ― 25 ― ― ― ― ― ― ― ― 25

取 立 未 済 手 形
令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

信用保証協会等による保証付
令和6年度 ― ― ― ― ― ― 15 ― ― ― ― ― ― ― ― 3,581
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3,408

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

令和6年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

株 式 等
令和6年度 ― ― ― ― ― ― 301 ― ― ― ― ― ― ― ― 301
令和7年度 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 321 ― ― ― ― 321

合 　 計
令和6年度 1,886 2,783 200 6,090 1,377 ― 6,727 1,772 5,671 ― ― 1,282 ― ― ― 76,482
令和7年度 2,803 2,071 200 5,962 1,295 ― 2,628 1,422 6,206 ― 2,667 2,893 ― ― ― 72,603
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派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

　該当ありません。

証券化エクスポージャーに関する事項

　該当ありません。

●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等	 （୯Ґɿඦສԁ）

告示で定める
リスク・ウェイト区分（％）

CCF・信用リスク削減効果適用前
CCFの加重平均値（％）

資産の額及び与信相当額の
合計額（CCF・信用リスク
削減効果適用後）オン・バランス資産項目 オフ・バランス資産項目

令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度
40%未満 46,115 42,362 ― ― ― ― 46,109 42,352
40%～70％ 4,439 4,860 1,076 1,158 10 10 4,467 4,902

75% 2,825 2,139 4,166 4,343 10 10 2,783 2,071
80% 200 200 ― ― ― ― 200 200
85% 6,094 6,042 1,137 193 2 12 6,090 5,962

90%～100% 8,173 3,971 253 241 0 10 8,104 3,924
105%～130% 7,443 10,303 ― ― ― ― 7,443 10,296

150% 1,282 2,893 7 ― 9 ― 1,282 2,893
250% ― ― ― ― ― ― ― ―
400% ― ― ― ― ― ― ― ―
1,250% ― ― ― ― ― ― ― ―
その他 ― ― ― ― ― ― ― ―
合計 76,575 72,773 6,640 5,937 10 10 76,482 72,603

（注）　	｢CCF の加重平均値（％）｣ とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額を、CCF・信用リスク削
減手法適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のことです。

信用リスク削減手法に関する事項

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー	 （୯Ґɿඦສԁ）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ
適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ

令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 6年度 令和 7年度
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 761 766 5 924 ― ―

（注）　 1．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
      2 ．	上記「保証」には、告示（平成 18 年金融庁告示第 22 号）第 45 条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第 46

条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。
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地域に貢献する信用組合の経営姿勢

ɹ当組合はࠤ、 լݝ౦෦をӦ業۠Ҭ（ࠤլݝ職員についてはࠤլݝҰԁ）とし、
地۠内のதখྵاࡉ業ऀやॅຽが組合員となͬて、おޓいにॿ͚合い、発ల
してい͘という૬ޓැॿのཧ೦に͖ͮجӡӦされているڠಉ組合組৫ۚ༥ػ
ؔです。
ɹதখྵࡉ業ऀやॅຽҰਓͻとΓのإが͑ݟる͖Ίࡉかな取Ҿをجຊとして
おΓ、ৗにސ客の事業の発లやੜ׆の࣭の্޲にݙߩするたΊ、組合員のར
ӹをୈҰに͑ߟる事を׆ಈのجຊとしておΓます。
ɹまた、地ҬࣾձのҰ員として、当組合のܦӦݯࢿを׆༻し、地Ҭࣾձのੜ
。తに取Γ組ΜでおΓますۃにੵ্޲の࣭やจԽの׆

●貸借対照表計上額及び時価等 （୯Ґɿඦສԁ）

区　　分
令和 6年度 令和 7年度

貸借対照表
計上額 時　　価 貸借対照表

計上額 時　　価

上 場 株 式 等 3,678 3,678 4,509 4,509
非上場株式等 4,286 4,286 4,530 4,530
合 計 7,965 7,965 9,040 9,040

（注）本項目の記載対象となるエクスポージャーには、「リスク・ウェイ
トのみなし計算が適用されるエクスポージャー」の裏付資産や裏
付にある取引として計測された部分は含めておりません。

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額 （୯Ґɿඦສԁ）

令和 6年度 令和 7年度
売 却 益 ― ―
売 却 損 ― 59
償 却 ― ―

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
（୯Ґɿඦສԁ）

令和 6年度 令和 7年度
評 価 損 益 △ 799 △ 383

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損
益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

●貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　該当ありません。

●リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関す
る事項 （୯Ґɿඦສԁ）

令和 6年度 令和 7年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー 5,918 6,246
マンデート方式を適用するエクスポージャー ― ―
蓋然性方式（250%）を適用するエクスポージャー ― ―
蓋然性方式（400%）を適用するエクスポージャー ― ―
フォールバック方式（1,250%）を適用するエクスポージャー ― ―

地 域 貢 献

融資を通じた地域貢献

ᶃதখا業・খن໛事業ऀおよͼݸਓのօさまのۚࢿध要にੵۃతにお応͑
するたΊ、事業ੑのご༥ࢿ、ॅ୐ϩーンや֤छݸਓϩーンの΄か、信༻อ
ձٞॴをはじΊとする֤外෦ஂମと޻商、ࢿொଜ੍౓༥ࢢݝձอূ෇ڠূ
の࿈ܞに΋取組ΜでおΓます。
ᶄ事業ऀの方には、ňܦӦऀอূにؔするΨΠυϥΠンŉ や事業ੑධՁによる
อূਓແし取組で地Ҭੑ׆Խにܨがるように౒ྗしておΓます。

預金を通じた地域貢献

ᶃʮ;るさとࢠҭて応ԉʂとうしΜΧϧΨϞఆ期༬ۚʯを発ച。まち・ͻと・
しごと૑ੜにؔする࿈ڠܞఆక結࣏ࣗମ（5ࢢ 4ொ）΁、ఆ期༬ۚܖ約ֹの
÷�÷5ˋをد෇しました。
ᶄ年ۚを当組合にてड取Βれている方に、ఆ期༬ۚ・ఆ期ੵۚのۚར্৐ͤ
を࣮ࢪしています。

取引先への支援状況等

（૑業・৽事業ऀ΁のࢧԉ）
ɹܦӦֵ৽等ೝఆࢧԉؔػとして商޻ձٞॴをはじΊとする外෦ஂମと࿈
。ԉを取組していますࢧしܞ
ɹ事業ੑධՁ׆༻での事業ۚࢿਪਐを取組しておΓます。

地域活性化につながる多様なサービスの提供

●文化的・社会的貢献やその他地域貢献に関する取組み
ɹʮまち・ͻと・しごとʯの૑ੜٴͼ޷॥؀を֬立する͜とで、ਓݮޱগ໰୊の
ҡ持໨తとして、当組合Ӧ業ΤϦアに͋るશての࣏ࣗମྗ׆のࡁܦͼ地Ҭٴ෰ࠀ
ࢢ5 4ொとʮまち・ͻと・しごとの૑ੜにؔする࿈ڠܞఆʯをక結しておΓます。

●地域貢献に資する預金・融資商品の提供
ɹఆॅਪਐを໨తとして取ಘิॿۚަ෇をͬߦている࣏ࣗମにてॅ୐ϩー
ン取組Έの方΁ۚར༏۰を࣮ࢪしています。

地域・業域・職域サービスの充実

（1）店舗・"5.のઃஔɹ
ɹɹӦ業地Ҭ内に 6店舗を഑し"5. 5 ୆をઃஔしておΓます。
ɹお取ҾઌのརศੑをਤるたΊにશࠃのۜߦ、信༻ۚݿ、࿑ಇۚݿ、೶・
約を結ͼ、ίンϏܖ༺རޓ等との間に૬ߦηϒンۜ、ߦΏうちΐۜ、ڠړ
χΤンεεトアをؚΉど͜の"5.かΒで΋༬ۚのおҾग़がՄೳです。
ɹなお、ηϒンۜߦの "5.では、ਖ਼݄ࡾが೔をؚΊ໷ 1÷ 時までごར༻い
ただ͚ます。

（2）情報ఏ׆ڙಈ
ɹ当組合ಠࣗの情報ࢽのఏڙは͋ΓまͤΜが、業ք情報ࢽʮϘン・Ϗόーンʯ
をִ݄に店಄にඋஔ͖する等して情報ఏڙのҰ؀としておΓます。

（3）௨ா・Χーυ等のฆࣦ時の 24 時間ड෇
ɹɹɹి࿩൪߸ɹ÷47ô4Āÿô÷151
（4）年ۚ・法཯・੫຿૬ஊձ等の։࠵
ɹ組৫だͬた։࠵はしておΓまͤΜが、ݸผに૬ஊされた΋のについては
。や੫ཧ࢜等を঺հしておΓます࢜ޢ໰หސ

（5）ۤ情૬ஊ૭ޱのઃஔ
ɹ当組合では、お客様かΒのご要望にお応͑するたΊにʮ૭ޱʯを法຿෦
にઃஔしておΓますので、信༻組合業຿にؔしておࠔΓの事やごҙݟ・ご
要望がご͟いましたΒごԕྀな͘おਃし෇͚͘ださい。
ɹɹɹి࿩൪߸ɹ÷Ā52ô3÷ô2114ɹ法຿෦
ɹɹɹड෇時間ɹຖि݄༵೔かΒ༵ۚ೔（ॕࡇ೔をআ͘）ޕલĀ時かΒޙޕ 5時まで

文化的・社会的貢献に関する活動

ɹ当組合は、ࣾձత׆ݙߩಈを࣍のとおΓߦなͬておΓます。
●地域行事への参加及びボランティア活動
ɹᶃɹ地ۚݩ༥ؔػとして、ʮ௕࡚֗ಓかΜ͖॓͟৔ࡇΓʯʮௗ੘ּࢁʯʮ地۠
のάϥンυΰϧϑେձࢍڠʯなど、֤छ地Ҭߦ事΁のࢀՃをͬߦておΓ
ます。

ɹᶄɹਗ਼૟׆ಈ
ɹɹɹڥ؀ඒԽӡಈのҰ؀として、店पのਗ਼૟׆ಈ（શ店舗）の΄か、ݝԼ
Ұ੪のਗ਼૟の೔のʮਗ਼૟׆ಈʯに΋ࢀՃしておΓます。

ɹᶅɹĀ݄ 3೔のしΜ͘Έの೔（しΜ͘Έि間）に合Θͤて、店಄にてʮՖの
छʯの഑෍をͬߦておΓます。また、Ā݄ 3೔にຊ店றं৔において݂ݙ
ंを഑し、݂ݙをͬߦておΓ、ଟ͘のօ様にごྗڠをいただいておΓます。
ͦのଞ、ࡁ༺࢖Έ੾खをऩूし、（+0$4）΁دଃいたしました。

ɹᶆɹϐーλーύンΧーυར༻による෺品ߪೖのച্ۚのதかΒؐ෇される
ۚ員を、ॏ঱৺਎োࣇ֐のࢧԉஂମ΁のࢦఆ༬ୗ（ΦϦίとࠤլݝ信༻
組合ڠձとの࿈໊）をߦいました。

ɹᶇɹ͜ど΋৯ಊ
ɹɹɹຖ݄1Ā೔ࠤ、 լࢢのެຽؗで։࠵されている͜ど΋৯ಊ΁ࢍڠし、จ۩、
。していますڙ等をఏ۩؝

出資等エクスポージャーに関する事項
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■お客様の声を踏まえて
ɹʮやや満足ʯをؚΉ満足౓はશମでÿ7�ÿˋとߴいධՁをಘています。
しかし、ʮ店舗ڥ؀ʯについては、ʮややෆ満ʯをؚΉෆ満౓が1�2ˋと
てお͑ߟごར༻しやすいշదな店舗΁վળしな͚れ͹なΒないと、ޙࠓ
Γます。
ɹ͜れΒのௐࠪ結果はશӦ業店に഑෍し、վળ取組を࣮ࢪしてまいΓます。

ɹଟ͘のوॏなごҙݟを͋Γがとうご͟いました。お客様の期待に͜れ
までҎ্にお答͑で͖るよう৺が͚、お客様の満足౓の্޲に౒Ίてࢀ
るॴଘです。
ɹごҙݟがご͟いましたΒ、対ॲする෦ॺʮ法຿෦ʯをઃஔしておΓま
すので、ごҰ報ئいます。

お客様アンケート調査実施報告

ɹ当組合は、地Ҭのօ様のごҙݟにお応͑しօ様のお役に立てる地Ҭにີணしたۚ༥ؔػとして、お客様とと΋に発లしてい͘͜とを໨ࢦしておΓ
ます。
ɹࠓ回、お客様΁よΓྑいαーϏεの࣮ݱに͚޲て、お客様のごҙݟをお࢕いするʮお客様アンケートௐࠪʯを࣮ࢪいたしましたのでͦの結果をご
報ࠂいたします。

■調査概要
ɹᾇௐࠪ期間ɹɹɹɹྩ࿨ 7年11݄1÷೔ ʙྩ࿨ 7年11݄14೔ 
ɹᾈௐࠪ対৅ऀɹɹɹແ࡞ҝにநग़したݸਓのお客様1ÿ÷໊
ɹᾉௐࠪνϟωϧɹɹಘҙઌ係๚໰ઌ75ຕ・૭5÷1ޱຕ
ɹᾊલ回ௐࠪ೔ɹɹɹྩ࿨ 6年11݄

■アンケートの回答状況

トピックス

ɹॾ෋ࢧ店ओ࠵のʮୈ26回ࠤլ౦信༻組合ഋάϥンυΰϧϑେձʯを։࠵し、約ÿ÷໊のࢀՃऀがάϥンυΰϧϑの࿹લを൸࿐し૘やかな׼をྲྀしま
した。

20歳代
3.3%

30歳代
11.1%

40歳代
18.9%

50歳代
21.7%

60歳代
21.1%

70歳代以上
23.3%

無回答 0.6%

会社員
31.1%

会社役員 12.2%
自営業22.2%

専業主婦 12.2%

その他
17.2%

無回答5.0%

1 ．ご回答いただいたお客様
（1）年齢

2．アンケート結果
（1）当組合の取扱商品に満足され

ていますか。
（2）当組合の店舗（店舗数・立地

等）はいかがですか。

（3）店内職員の応対（挨拶や約束事の遵守）・説明等・待ち時間はいか
がですか。

（4）渉外係の応対（挨拶や約束事
の遵守）・説明等はいかがで
すか。

（6）当組合の情報発信について、
どのような方法が望ましいと
感じますか。

（7）当組合に対して、信頼感を持
てる要素は何ですか。

（5）当組合のに対して、どのような
役割を期待していますか。（2）職業

満足 45.0%

ほぼ満足
42.8%

どちらでもない

12.2%

やや不満
0.0

不満
0.0% 無回答

0.0%

満足 43.9%
ほぼ満足

39.4%

どちらでもない
15.0%

やや不満
0.6%

不満 0.6% 無回答
0.6%

高齢者向けの金融
サービス 20.8%

若年層向けの
金融教育
11.2%

災害時の
支援体制 8.9%

地域イベント
やコミュニティ
活動への参加

10.4%

無回答 2.3%その他
8.1%

地元企業への
  融資・支援

38.2%

店舗掲示・
パンフレット

41.2%

テレビ・ラジオ
9.9%

デジタルサイネージ
1.5%

SNS（Instagram、
LINEなど）　
17.2%

地域誌・広報誌 24.5%

その他 4.0%

無回答
1.8%

満足 60.0%ほぼ満足
28.9%

どちらでもない
6.1%

やや不満
0.0%

不満0.0% 無回答
5.0%

職員の対応の丁寧さ
43.4%

地元に根ざした
歴史・実績

30.8%

透明性のある
情報提供

3.9%

地域との連携・
協力姿勢

15.4%

災害や困難時の
支援実績

2.2%

その他
2.9%

無回答 1.4%

「ほぼ満足」を含む満足度は

87.8％と高い評価を得ております。

「ほぼ満足」を含む満足度は

83.3％と高い評価を得ております。

「ほぼ満足」を含む満足度は

88.9％と高い評価を得ております。

「ほぼ満足」を含む満足度は

91.1％とアンケート項目中で最高の評価で受けております。

満足 62.2%

ほぼ満足 28.9%

どちらでもない 7.8%

やや不満
0.0%

不満
0.0%

無回答1.1%
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代理貸付残高の内訳 （୯Ґɿඦສԁ）

区　　　　　分 令和 6年度 令和 7年度
全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会 ― ―
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 ― ―
株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 ― ―
独立行政法人住宅金融支援機構 71 61
独立行政法人 勤労者退職金共済機構 ― ―
独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構 ― ―
そ の 他 ― ―
合 　 　 　 　 　 　 　 　 計 71 61

令和 7年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

■独立行政法人
　住宅金融支援機構/100％

区　　　　　　　分 令和 6年度 令和 7年度
貿 易 ― ―

輸 出 ― ―
輸 入 ― ―

貿 易 外 ― ―
合 計 ― ―

1 ．為替手数料
組合員 組合員外

振込手数料

他行宛
電信扱 5 万円未満 605円

5 万円以上 605円 770円

文書扱 5 万円未満 550円
5 万円以上 550円 770円

本支店 電信扱 5 万円未満 330円
5 万円以上 330円 550円

同 一 店 内 5 万円未満 220円
5 万円以上 220円 440円

ATM での
振込手数料
（当組合カード
ご利用の場合）

他 行 宛 5 万円未満 330円
5 万円以上 330円 440円

本 支 店 5 万円未満 110円
5 万円以上 110円 220円

同 一 店 内 5 万円未満 110円5 万円以上

ATM での
振込手数料
（他行カード
ご利用の場合）

他 行 宛 5 万円未満 605円
5 万円以上 770円

本 支 店 5 万円未満 330円
5 万円以上 550円

同 一 店 内 5 万円未満 330円
5 万円以上 550円

Ａ Ｔ Ｍ 振 込 延 長 手 数 料 110円
送金手数料 他行宛 普通扱 送金小切手 440円 660円

代手・商手
取立手数料

電 子 交 換 取 立 1 通につき 660円
本 支 店 取 立 1 通につき 660円
個 別 取 立 1 通につき 1,100円

そ の 他 の
手 数 料

送金・振込の組戻料 1 件につき 1,100円
取 立 手 形 組 戻 料 1 通につき 1,100円
取立手形店頭呈示料 1 通につき 1,100円
不 渡 手 形 返 却 料 1 通につき 1,100円
そ の 他 特 殊 扱 手 数 料 実　費

（注 1）モアタイム手数料とは、自動機での営業時間外振込（平日午後3時以降）
で、振込を行った場合の手数料となります。

※１　振込手数料の同一店内には、NB扱い入金も含みます。
※２　視覚障がいまたはその他の障がいをお持ちでATMのご利用が困難なお

客様には、窓口受付の振込手数料をATMご利用の振込手数料と同額と
します。

2 ．預金関係手数料
種　　類 料　　　金

預 金 残 高 証 明 書
発 行 手 数 料（注 1）

（個別） 1 通 に つ き 550円
（継続） 1 通 に つ き 330円

払戻し証明書（民法909条の 2に基づく払戻） 1 通 に つ き 1,100円
その他当組合定型外の証明書の発行 1 通 に つ き 3,300円
異 議 申 立 預 託 金 受 入 手 数 料 1 件 に つ き 1,100円
小 切 手 帳 代 1 冊 に つ き 1,100円
約 束 手 形 帳 ・ 為 替 手 形 帳 1 冊 に つ き 1,100円
保 証 小 切 手 発 行 手 数 料 1 枚 に つ き 550円
取 引 履 歴 明 細 表 1 枚 に つ き 220円
C O M フ ィ ッ シ ュ 取 引 履 歴 1 口座につき 11,000円
貸 金 庫 利 用 手 数 料 月額（ 1金庫） 550円
ナ イ ト デ ポ ジ ッ ト 手 数 料 月 額 8,800円
普 通 預 金 入 金 帳 1 冊 に つ き 7,700円
未 利 用 口 座 管 理 手 数 料 年 額 1,320円
口 座 作 成 時 の 通 帳 等 郵 送 1 通 に つ き 550円
相 続 手 続 時 の 通 帳 等 郵 送 1 件 に つ き 1,100円
英 文 預 金 等 残 高 証 明 書 1 通 に つ き 2,200円

個 人 情 報 開 示 手 数 料
書 面 1 件 に つ き 1,100円
電磁的記録 1 件 に つ き 3,300円

破産管財人等特殊口座開設手数料 1口座につき 11,000円
（注１）預金および融資を別用紙に分けて発行する場合は、それぞれ手数料を

申し受けます。

そ の 他 業 務

そ の 他 業 務

国 際 業 務 証 券 業 務

外国為替取扱高 （୯Ґɿઍυϧ）

該当ありません。

公共債引受額

該当ありません。

外貨建資産残高

該当ありません。

公共債窓販実績

該当ありません。

当組合の子会社

手数料一覧	 （ྩ࿨ ÿ年 6݄຤ࡏݱ）
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˙�ओ要な事業の内༰

̖．༬ۚ業຿
　　イ　預　金・定期積金
　　　	　当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、定期積金、

別段預金、納税準備預金等を取扱っております。
　　ロ　譲渡性預金
　　　　取扱っておりません。
̗．ିग़業຿
　　イ　貸　付
　　　　手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。
　　ロ　手形の割引
　　　	　商業手形の割引を取扱っております。
̘．商品༗Ձূ݊ചങ業຿
　　取扱っておりません。
̙．༗Ձূ݊౤ࢿ業຿
　	　預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株
式、その他の証券に投資しております。

̚．内ࠃҝସ業຿
　　送金為替、当座振込及び代金取立等を取扱っております。
̛．外ࠃҝସ業຿
　	　取扱っておりません。
ͼొ࿥業຿ٴडୗ࠴ࣾ．̜
　　取扱っておりません。
̝．ۚ༥ઌ෺取Ҿ等のडୗ等業຿
　　取扱っておりません。
̞．ෟଳ業຿
　　イ　債務の保証業務
　　ロ　有価証券の貸付業務
　　ハ	　国債等の引受け（売り出しの目的をもってするものを除く）
　　ニ　代理業務
　　　⒜	　全国信用協同組合連合会、㈱日本政策金融公庫、㈱商

工組合中央金庫等の代理貸付業務
　　　⒝　独立行政法人中小企業基盤整備機構の代理業務
　　　⒞　独立行政法人勤労者退職金共済機構の代理業務
　　　⒟　独立行政法人住宅金融支援機構
　　ホ	　国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭に係

る事務の取扱
　　ヘ　有価証券、貴金属その他の物品の保護預り
　　ト　両替
　　チ　でんさいサービス

3 ．融資関係手数料
種　　　　　類 料　金

融

資

実

行

手貸（新規） 1,100円 
手貸（書替） 550円 
証貸（プロパー新規） 1,100円
証貸（消費者ローン新規） 1,100円
一般当座貸越・事業者カードローン 1,100円
債務保証 2,200円

条

件

変

更

一

般

証

貸

全額繰上完済
「期限前返済に関
する特約書」未徴
求の場合、他項目
と重複する場合は、
いずれか一項目

11,000円

一部繰上返済
期間延長（預担・協会付除く）
期間短縮（預担・協会付除く）
償還金変更（預担・協会付除く）
金利特約付証書貸付金利変更

住

宅

ロ

ー

ン

保
証
会
社
付
・
プ
ロ
パ
ー

全額繰上完済
特約期間付固定期間中 44,000円
上記以外 11,000円

一部繰上完済
特約期間付固定期間中 33,000円
上記以外 11,000円

期間延長
他項目と重複する
場合は、いずれか
の一項目

11,000円
期間短縮
償還金変更
金利特約付証書
貸付金利変更

保証会社提携型消費者ローン
全額繰上完済 1通につき 5,500円

融資証明 1通につき 11,000円
融資残高証明書発行手数料 1件につき 550円
利息証明発行手数料 1件につき 550円
確定日付手数料 3,300円
不
動
産
担
保

調

査

料

新規・極度額増額・担保譲受・登記保留（初回
のみ）・担保差替 55,000円 

追加担保・極度額減額・順位変更・一部譲渡・一
部解除 16,500円 

Ａ
Ｂ
Ｌ
（
動
産
・

債
権
担
保
）

取
扱
手
数
料

5,000万円以下 66,000円 
5,000万円超 1億円以下 88,000円 
1 億円超 110,000円 

4 ．各種再発行手数料
種　　類 料　　　金

通 帳 ・ 証 書 再 発 行 手 数 料 1通（冊）につき 2,200円
キ ャ ッ シ ュ カ ー ド ・ ロ ー ン
カ ー ド 再 発 行 手 数 料（注 1） 1 枚 に つ き 2,200円

担 保 抹 消 書 類 再 発 行 1 通 に つ き 3,300円
「住宅取得資金に係る借入金の
年末残高等証明書」「返済予定
表」等の各種帳票、還元帳票で
営 業 店 に て 再 発 行 可 能 な も の

1 通 に つ き 1,100円

（注 1） Wカードからキャッシュカード・ローンカードへの作り替えの
場合は、無料です。

5 ．法人インターネットバンキング手数料
インターネットバンキング利用手数料（月額基本手数料）

種　　別 手数料
スタンダードサービス（照会・振込サービス） 1,100円
フルサービス（照会・振込サービス+データ伝送サービス） 3,300円

IB振込手数料
種　　別 組合員 一　般

他 行 宛
5 万 円 未 満 385円
5 万 円 以 上 385 円 605 円

本 支 店
5 万 円 未 満 110円
5 万 円 以 上 110 円 330 円

同 一 店 内
5 万 円 未 満 無料
5 万 円 以 上 無料

IBデータ伝送手数料（組合員のみ）
種　　別 組合員

総 合 振 込

他 行 宛
5 万 円 未 満 220円
5 万 円 以 上 330円

本 支 店
5 万 円 未 満 無料
5 万 円 以 上 110円

同 一 店 内
5 万 円 未 満 無料
5 万 円 以 上 無料

給 与 ・ 賞 与

他 行 宛
5 万 円 未 満 110円
5 万 円 以 上 220円

本 支 店
5 万 円 未 満 無料
5 万 円 以 上 無料

同 一 店 内
5 万 円 未 満 無料
5 万 円 以 上 無料
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ɹࢲは当組合のྩ࿨ 7年 4݄ 1೔かΒྩ࿨ ÿ年 3݄31೔までのୈ71期の
事業年౓にお͚るିआ対রද、ଛӹࢉܭॻٴͼ৒༨ۚॲ෼ࢉܭॻのదਖ਼
。੒に係る内෦؂ࠪの༗ޮੑを֬ೝいたしました࡞ͼಉॻྨٴ、ੑ

ྩ࿨ ÿ年 6݄24೔ɹɹ

ࠤ լ ౦ 信 ༻ 組 合ɹ ཧ 事 ௕ɹ ۔ ా ɹ ઘ

経営改善支援等の取組み実績	 （୯Ґɿઌ数、̀ ）

期初債務者数（Ａ） 経 営 改 善
支援取組み率

（α／Ａ）

ランクアップ率

（β／α）

再 生 計 画
策 定 率

（δ／α）

うち経営改善支援取組み先（α）
αのうち期末に債
務者区分がランク
アップした先数
（β）

αのうち期末に
債務者区分が変
化しなかった先
（γ）

α の う ち 再
生 計 画 を 策
定 し た 先 数
（δ）

174 10 0 9 9 5.75％ 0.00％ 90.00％
（注） 1．本表の「債務者数」、「先数」は、正常先を除く計数です。
　　 2．期初債務者数は令和7年4月当初の債務者数です。
　　 3．債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含んでおりません。
　　 4．「α（アルファ）のうち期末に債務者区分がランクアップした先数β（ベータ）」は、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先

です。なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαには含みますがβには含んでおりません。
　　 5．「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先γ（ガンマ）」は、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先です。
　　 6．「αのうち再生計画を策定した先数δ（デルタ）」は、αのうち中小企業活性化協議会の再生計画策定先、RCCの支援決定先、当組合独自

の再生計画策定先の合計先数です。
　　 7．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。

区　　　　分
令和 6年度末 令和 7年度末
件　数 金　額 件　数 金　額

送金･振込
他の金融機関向け 21,317 37,446 21,012 37,902
他の金融機関から 35,365 38,484 35,408 31,918

代金取立
他の金融機関向け 2 6 3 7
他の金融機関から ― ― ― ―

ɹ当信༻組合は、ڠಉ組合によるۚ༥事業にؔする法཯ୈ 5৚の ÿୈ 3
߲にنఆするʮಛఆ信༻組合ʯに֘当しておΓますので、ʮିआ対রදʯ
ʮଛӹࢉܭॻʯʮ৒༨ۚॲ෼ࢉܭॻʯ等は、ڠಉ組合によるۚ༥事業にؔ
する法཯ୈ 5৚の ÿୈ 3߲のنఆに͖ͮج、ձ؂ࠪܭਓで͋るʮ༗ݶ੹
೚؂ࠪ法ਓトーϚπʯの؂ࠪをड͚ておΓます。
ɹຊσΟεΫϩーδϟーࢽのʮିआ対রදʯʮଛӹࢉܭॻʯʮ৒༨ۚॲ෼
ॻʯࢉܭॻʯʮ৒༨ۚॲ෼ࢉܭのʮିआ対রදʯʮଛӹه্、ॻʯ等はࢉܭ
等に࡞͖ͮج੒しておΓます。

中小企業の経営支援に関する取組み方針

ɹฏ੒25年 3 ݄຤でதখا業ۚ༥ԁ׈Խ法がऴྃகしましたが、ି෇৚݅やԁ׈なڅڙۚࢿ等のࢧԉࡦはಉ法ऴྃޙ΋มΘΓな͘、組合のܦӦཧ೦・
Ӧऀอܦするとと΋に、ʮشೳを発ػい、お客様のϥΠϑεςーδに応じたίンαϧςΟンάߦをྗڠ・ܞな࿈ີۓӦ方਑にଇΓ、外෦ஂମ等とܦ
ূにؔするΨΠυϥΠンʯを੣࣮に遵守し、࠷΋਎ۙで頼れる૬ஊ૬खとしてશ役職員がҰମとなΓ取組Ή方਑です。

中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況

ɹ୲当෦ॺを事業ੑධՁਪਐࣨとし、֤෦との࿈ܞによΓதখا業ܦӦࢧԉに対する方਑やࡦࢪについてଶ੎を੔උし、ͦの方਑やࡦࢪをશ役職員
΁प஌పఈしておΓます。
ɹӦ業店役੮ऀのఆ期๚໰を࣮ࢪし、お客様の業گや໰୊఺の೺Ѳに౒Ίඞ要なࢧԉを࣮ࢪしてまいΓます。
ɹଞۚ༥ؔػ、信༻อূڠձ、தখا業ੑ׆Խٞڠձとの࿈ྗڠ・ܞに౒Ίるとと΋に、職員のίンαϧςΟンάೳྗ্޲のҝに外෦ஂମがओ࠵す
るݚमにੵۃతにࢀՃしておΓます。

中小企業の経営支援に関する取組状況

ɹ地Ҭࡁܦのੑ׆Խや݈શな発లのたΊ、ܦӦࢧԉや੒௕෼໺のҭ੒に対して೔ৗత・ܧଓతな取Ҿؔ係を௨じて、お客様のϥΠϑεςーδに応じ
たۚࢿध要やαーϏεのఏڙについてશ役職員ҰମとなΓ取組ΜでおΓます。

創業・新規事業開拓の支援

ɹಠ立૑業・৽ن事業にؔする༥ࢿ取組として੍ݝ౓༥ࢿで͋る ňさが૑ੜି෇ŉ などの׆༻を௨じてࢧԉをͬߦておΓます。
ɹܦӦֵ৽等ࢧԉؔػとして地Ҭध要૑଄ܕ等ى業・૑業ଅਐ事業に係る૑業ิॿۚਃ੥時の事業ܭըॻࡦఆࢧԉをͬߦておΓます。

成長段階における支援

ɹ事業Ձ஋のۃݟΊ、໨ར͖ೳྗ্޲のたΊ役職員を্෦ஂମओ࠵のݚमに೿ݣし、ਓࡐҭ੒に౒ΊておΓます。
ɹ୲อ・อূにա౓にґଘしない༥ࢿをߦうたΊ、"#-等のੵۃత׆༻や、信༻อূ੍౓の׆༻等によΓۚࢿχーζにద੾に取組ΜでおΓます。

経営改善・事業再生・業種転換等の支援

ɹଞۚ༥ؔػ、外෦ஂମ・ઐ໳Ո等と࿈ྗڠ・ܞをߦうとと΋に、役職員の໨ར͖ೳྗの্޲に౒Ί、お客様のϥΠϑεςーδに応じた࠷దなιϦϡー
γϣンのఏҊをߦいੵۃతにܦӦվળ・事業࠶ੜに取組ΜでおΓます。

法定監査の状況 内国為替取扱実績 （୯Ґɿඦສԁ）

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況
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地域の活性化に関する取組状況

地Ҭとの;れ͋いをେ੾にし、༗ӹな情報ఏڙ等によΓ、地Ҭのお客様の発లにد༩します。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応

ɹ当組合では、ʮܦӦऀอূにؔするΨΠυϥΠンʯٴͼʮ事業ঝܧ時にয఺を当てたʰܦӦऀอূにؔするΨΠυϥΠンʱのಛଇʯのझࢫや内༰
をे෼に౿ま͑、お客さまかΒおआೖれやอূ࠴຿੔ཧの૬ஊをड͚たࡍにਅ᎜に対応するたΊ、ʮh ӦऀอূにؔするΨΠυϥΠンʱ΁の取組方ܦ
਑ʯをҎԼのとおΓࡦఆしておΓます。ಉ取組方਑にܦ、͖ͮجӦऀอূのඞ要ੑについては、お客さまとのஸೡな対࿩によΓ、法ਓとܦӦऀのؔ
係ੑやࡒ຿ঢ়گ等のঢ়گを೺Ѳし、ಉΨΠυϥΠンのࡌه内༰を౿ま͑てे෼にݕ౼するなど、ద੾な対応に౒ΊておΓます。
ɹまた、どのようなվળをਤれ͹ܦӦऀอূのղআのՄೳੑがߴまるかなどを۩ମతに説明し、ܦӦվળࢧԉをͬߦておΓます。

●「経営者保証に関するガイドライン」の取組方針
ɹ当組合では、ʮܦӦऀอূにؔするΨΠυϥΠンʯのझࢫを;ま͑、ຊΨΠυϥΠンを遵守・ଚॏしてまいΓます。
ɹ事業ੑ༥ࢿにお͚るܦӦऀอূについてはҰ཯త・ػցతに取ಘする͜とな͘、お客さまのঢ়گに応じて、อূܖ約のඞ要ੑをे෼にݕ౼するとと΋に、
。Ӧऀอূを௖͘৔合には、ͦのཧ༝やൣғ等についてਅ᎜にかつஸೡにご説明し、お客様にごཧղ・ごೲಘをいただ͚ますよう౒ΊてまいΓますܦ
ɹなお、ຊ取組方਑につ͖ましては当組合ϗーϜϖーδに΋ࡌهしておΓます。ɹIUUQT���XXX�UPTIJO�TIJOLVNJ�KQ�JOEFY�LFJFJTIB@IPTZP�QEG

●「経営者保証に関するガイドライン」の取組状況

令和 6年度 令和 7年度
新規に無保証で融資した件数 205件 158件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 38.60％ 35.99％
保証契約を解除した件数 19件 6件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件 0件

●金融仲介機能のベンチマークに関する開示
˙取Ҿઌا業のܦӦվળや੒௕ੑྗのڧԽ
⿠ڞ௨ϕンνϚーΫ 1
ۚ༥ؔػがϝΠンόンΫ（༥ߴ࢒ࢿ 1Ґ）として取Ҿをͬߦているا業のうち、ܦӦࢦඪのվળやब業ࢦ数の૿ՃがΈΒれたઌ数、ٴͼ、ಉઌに
対する༥ֹࢿのਪҠ（ઌ数୯ମϕーε）
（ྩ࿨ ÿ年 3݄31೔ࡏݱɿൺֱ対৅期間ɹ௚ܾۙࢉɹ˱ɹલ期ܾࢉ）
メイン先数 314先
うち経営指数や就労者数が改善した先 134先
ఆٛɹɹϝΠンઌ数ɿ当組合の༥ߴ࢒ࢿが࠷΋ଟいઌ数
ɹɹɹɹܦӦࢦ数のվળɿᶃച্ߴ、ɹᶄӦ業རӹ཰がվળしたઌをΧ΢ント

˙取Ҿઌا業のൈຊత事業࠶ੜ等によるੜੑ࢈の্޲
⿠ڞ௨ϕンνϚーΫ 2
ۚ༥ؔػがି෇৚݅のมߋをͬߦているதখا業のܦӦվળのਐ௙ঢ়گ（ઌ数୯ମϕーε）
（ྩ࿨ ÿ年 3݄31೔ࡏݱ）

中小企業の条件変更先に係る経営改善計画の進捗状況
条件変更総数 好調先 順調先 不調先

42先 1 先 20先 21先
ఆٛɹɹ޷ௐઌɿܭըൺ12÷ˋҎ্
ɹɹɹɹॱௐઌɿܭըൺÿ÷ˋҎ্ʙ12÷ˋະ満
ɹɹɹɹෆௐઌɿܭըൺÿ÷ˋະ満
⿠ڞ௨ϕンνϚーΫ 3
ۚ༥ؔػがؔ༩した૑業、ୈೋ૑業の݅数（ઌ数άϧーϓϕーε）
（ྩ࿨ 7年 4݄ʙྩ࿨ ÿ年 3݄຦の 1年間の࣮੷）
当組合が関与した創業件数 3 先
当組合が関与した第二創業件数 0 先
ఆٛɹɹ૑ɹɹ業ɿᶃܭըのࡦఆࢧԉ、ᶄ༥ࢿ、ᶅ੓෎ؔػܥやࢧԉؔػ΁の঺հ、ᶆϕンνϟーا業のॿ੒、༥ࢿ、౤ࢿ等
ɹɹɹɹୈೋ૑業ɿᶃऀܧޙ等が৽ن事業։࢝、ᶄৡ౉（ܧঝ）し৽ن事業։࢝、ᶅ事業࠶ੜで業छをมߋしݐ࠶等
⿠ڞ௨ϕンνϚーΫ 4
ϥΠϑεςーδผの༩信ઌ数、ٴͼ、༥ֹࢿ（ઌ数୯ମϕーε）
（ྩ࿨ ÿ年 3݄31೔ࡏݱ）

合　計 創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期
ライフステージ別の与信先数 644先 53先 93先 394先 46先 58先
ライフステージ別の融資残高 252億円 24億円 49億円 139億円 16億円 24億円
ఆٛɹɹ૑業期ɿաڈ 5期のうち૑業、ୈೋ૑業しているઌ
ɹɹɹɹʓ੒௕期、҆ఆ期、௿໎期はച্ߴฏۉで௚ۙ 2期とաڈ 5期で対ൺ
ɹɹɹɹ੒௕期ɿ12÷ˋ௒
ɹɹɹɹ҆ఆ期ɿÿ÷ˋʙ12÷ˋະ満
ɹɹɹɹɹ௿໎期ɿÿ÷ˋະ満
ɹɹɹɹɹ࠶ੜ期ɿି෇৚݅のมߋઌ

メイン先の融資残高 152億円
メイン先で経営指数や就労者数が改善した先の融資残高 97億円

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況
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店舗一覧表（事務所の名称・所在地）	 （自動機器設置状況・令和 8年 6月現在） 地区一覧

ࡧ Ҿ 各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協金法第 6条で準用する銀行法第 21 条」「金融再生法」に基づく開示項目、＊＊印は「監督
指針の要請」に基づく開示項目、無印は任意開示項目です。

■ごあいさつ  1
【概況・組織】		
1．事業方針  1
2．事業の組織＊  1
3．役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）＊  1
4．店舗一覧（事務所の名称・所在地）＊  29
5．自動機器設置状況  29
6．地区一覧  29 7．組合員数 

 1
8．子会社の状況  25
【主要事業内容】		
9．主要な事業の内容＊  26
10．信用組合の代理業者＊  取扱いなし
【業務に関する事項】		
11．事業の概況＊  2
12．経常収益＊  8
13．業務純益等＊  8
14．経常利益（損失）＊  8
15．当期純利益（損失）＊  8
16．出資総額、出資総口数＊  8
17．純資産額＊  8
18．総資産額＊  8
19．預金積金残高＊  8
20．貸出金残高＊  8
21．有価証券残高＊  8
22．単体自己資本比率＊  8
23．出資配当金＊  8
24．職員数＊  8
【主要業務に関する指標】		
25．業務粗利益および業務粗利益率＊  7
26．資金運用収支、役務取引等収支およびその他業務収支＊  7
27．資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘＊  8
28．受取利息、支払利息の増減＊  8
29．役務取引の状況  8

30．その他業務収益の内訳  12
31．経費の内訳  8
32．総資産経常利益率＊  10
33．総資産当期純利益率＊  10
【預金に関する指標】		
34．預金種目別平均残高＊  12
35．預金者別預金残高  12
36．財形貯蓄残高  12
37．職員1人当り預金残高  12
38.1店舗当り預金残高  12
39．定期預金種類別残高＊  12
【貸出金等に関する指標】		
40．貸出金種類別平均残高＊  12
41．担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊  13
42．貸出金金利区分別残高＊  13
43．貸出金使途別残高＊  13
44．貸出金業種別残高・構成比＊  13
45．預貸率（期末・期中平均）＊  10
46．消費者ローン・住宅ローン残高  13
47．代理貸付残高の内訳  25
48．職員 1人当り貸出金残高  12
49. 1 店舗当り貸出金残高  12
【有価証券に関する指標】		
50．商品有価証券の種類別平均残高＊  取扱いなし
51．有価証券の種類別平均残高＊  12
52．有価証券種類別残存期間別残高＊  13
53．預証率（期末・期中平均）＊  10
【経営管理体制に関する事項】
54．法令遵守の体制＊  14
55．リスク管理体制＊  15,16
56．苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊  15
資料編  17－23
【財産の状況】
57．貸借対照表、損益計算書、剰余金処分（損失金処理）計算書＊  4,5,6,7

58．協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況＊  14
　（1）　破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　（2）　危険債権
　（3）　三月以上延滞債権
　（4）　貸出条件緩和債権
　（5）　正常債権
59．自己資本の構成に関する事項（自己資本比率明細）＊  9
60．有価証券、金銭の信託等の評価＊  10,11
61．外貨建資産残高  25
62．オフバランス取引の状況  10
63．先物取引の時価情報  10
64．オプション取引の時価情報  取扱いなし
65．貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊  13
66．貸出金償却の額＊  13
67．財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について  27
68．会計監査人による監査＊  27
【その他の業務】		
69．内国為替取扱実績  27
70．外国為替取扱実績  25
71．公共債窓販実績  25
72．公共債引受額  25
73．手数料一覧  25,26
【その他】		
74．トピックス  24
75．沿革・歩み  1
76．総代会について  2,3
77．報酬体系について  15
【地域貢献に関する事項】
78．地域貢献  23
79．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況  27,28
80．顧客満足度アンケートの報告  24
81．「経営者保証に関するガイドライン」への対応について＊＊  28

店　　名 住　　　　　　　　　　　所 電　話 CD・ATM
本 店 〒840－0804 佐賀市神野東 2丁目 3番 1号 0952-30-2121 1 台
神 埼 支 店 〒842－0001 神埼市神埼町神埼375番地 1 0952-52-2141 1 台
神埼支店中原出張所 〒842－0001 神埼市神埼町神埼375番地 1 0952-52-2141 ―
小 城 支 店 〒845－0001 小城市小城町273番地 5 0952-73-2251 1 台
小城支店牛津出張所 〒845－0001 小城市小城町273番地 5 0952-73-2251 ―
諸 富 支 店 〒840－2105 佐賀市諸富町大字諸富津141番地16 0952-47-3511 1 台
鳥 栖 支 店 〒841－0037 鳥栖市本町 1丁目947番地 5 0942-83-3667 1 台
県 庁 支 店 〒840－8570 佐賀市城内 1丁目 1番59号 0952-23-6890 ―
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〒 840-0804　佐賀県佐賀市神野東２丁目３番１号
TEL：0952-30-2121　FAX：0952-30-2130

https://www.toshin.shinkumi.jp/




